
令和７年度　男女共同参画施策推進状況

基本方針Ⅰ　あらゆる分野で女性が活躍できる基盤づくり

主要課題１　女性の職業生活における活躍を推進するための支援【推進計画】

（１）多様な就業ニーズを踏まえた雇用環境等の整備促進

施策・事業 R7課名 R8課名 施策の推進状況

働きやすい職場環境づ
くり伴走支援事業

労働雇
用政策
課、子
育て応
援課

労働雇
用政策
課、子
育て応
援課

○働きやすい職場環境整
備促進のための企業訪問
数　延べ179事業所
○認証40事業所
　（累計392事業所）
　表彰3事業所
○セミナー
　5回開催、参加者数延べ
93名

デジタル技術を活用
した雇用促進事業

労働雇
用政策
課

労働雇
用政策
課

〇求職者登録数1,784人
〇採用件数2,648人

魅力ある職場づくり
支援事業

労働雇
用政策
課

労働雇
用政策
課

〇支援件数　83件

労働者サポート事業
労働雇
用政策
課

労働雇
用政策
課

広報誌「労働徳島」の発
行
3回／年、各2,500部

働き輝く！とくしま
づくり応援事業

労働雇
用政策
課

労働雇
用政策
課

○働く女性応援ネット
ワーク会議の開催　2回

人事戦略強化支援事
業

労働雇
用政策
課

労働雇
用政策
課

延べセミナー受講者：317
人／10回
専門家（社会保険労務
士）個別支援：22社
「良質な雇用」創出数：
31人

Ｒ7年度施策の実施概要

労働問題全般について相談に応じるとともに、法改正及
び現在の社会情勢に対応した労働関連の取組に関する知
識の向上を図るため、周知・啓発のための広報の実施及
びセミナーを開催した。

働きやすい職場環境の整備とワーク・ライフ・バランス
の実現を促進するため、「働く女性応援ネットワーク会
議」により、課題解決に向けた支援を実施した。

・「働きやすい職場環境づくり」に向けて、専門知識を
持つアドバイザーが中小企業に戸別訪問し意識啓発や助
言等の伴走支援を実施するとともに、「一般事業主行動
計画」の届出を促進し「はぐくみ支援企業」として認
証・表彰した。
・若者や子育て世帯に向け、SNS等を活用し「共働き・共
育て」をテーマとした情報発信を行うとともに企業の経
営層を対象に、男性育休制度の運用や職場風土づくりの
ためのセミナーを開催した。

柔軟な働き方の促進と労働力不足の解消のため、スポッ
トワークの就労プラットフォーム徳島マッチボックスを
構築し、学生、若者や育児・介護中の方、高齢者などの
潜在的な労働力と就労機会のマッチングを促進した。

テレワークをはじめとした多様な働き方の導入や「若者
や女性」に選ばれる職場環境づくりなど、県内中小企
業・小規模事業者における、労働者の多様なニーズを踏
まえた福利厚生制度の充実による「魅力ある職場づく
り」を支援した。

県内企業の人事戦略（採用・育成等）を経営戦略と結び
つけ、推進・強化するため、経営者層を対象とした意識
改革セミナーや採用力強化セミナーを実施し、専門家に
よる個別の伴走支援につなげた。また、「良質な雇用」
の確保に向け、労働法制に関する周知啓発も併せて実施
した。
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建設業者の格付けに
おける「女性職員の
雇用」に取り組む企
業評価の実施

建設管
理課

建設管
理課

格付けにおいて女性職員
の雇用評価（加点）を実
施した。

県有庁舎等維持管理
業者の等級格付けに
おいて女性雇用に取
り組む企業を評価

管財課 管財課
等級格付けにおいて女性
の雇用評価を実施した。

男女共同参画推進団
体、個人等への表彰
制度

男女参
画・青
少年課

男女参
画・青
少年課

男女共同参画立県とくし
まづくり賞特別賞1件
とくしまづくり賞1件（表
彰式：令和7年8月23日）

男女共同参画社会づくりに対する県民の一層の理解と関
心を高め、男女共同参画社会の形成を促進するため、
「男女共同参画社会の実現」に向けて功績のあった個
人、団体等を表彰し、その功績を讃えた。

格付けの実施において、「女性職員の雇用」に積極的に
取り組む建設企業を評価した。

等級格付けにおいて女性雇用に取り組む企業を評価し
た。
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アンコンシャス・バ
イアス解消

男女参
画・青
少年課

男女参
画・青
少年課

啓発動画の配信による普
及啓発を行った。

「輝く女性の活躍を
加速する男性リー
ダーの会」周知広報

男女参
画・青
少年課

男女参
画・青
少年課

県ホームページにおい
て、会の周知広報を図っ
た。

商工会・商工会議所
の役員の女性割合の
見える化

経済産
業政策
課

経済産
業政策
課

R4.4.1時点の割合を県の
ホームページで公表し
た。

（２）女性のキャリアアップに対する支援、デジタル人材の育成

施策・事業 R7課名 R8課名 施策の推進状況

民間を活用した委託
訓練事業

産業人
材課

産業人
材課

介護福祉士科、保育士科
等30コースの訓練を行
い、257名（うち女性160
名）が入校し、就職率は
83.7％であった。

県内の商工会及び商工会議所における役員の種別毎の女
性割合について、県のホームページで公表した。

Ｒ7年度施策の実施概要

職業能力の開発を必要とする求職者に対し、介護福祉士
科、保育士科、医療事務科、ＩＴ技能科、事務科、大型
ドライバー養成科等の訓練を民間教育訓練機関等に委託
して実施し、再就職の促進を図った。

性別に関わらず、多様な生き方を選択することができる
よう、固定的な性別役割分担意識や性差等に対するアン
コンシャス・バイアス（無意識の思い込み）を解消する
ため、啓発動画の配信により、普及啓発を行った。

女性活躍を推進するため、企業経営者等や知事・市町村
長が参加している男性リーダーの会（内閣府主催）につ
いての周知広報を図った。
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とくしまビジネス
アップ塾「AWA-
BIZ」事業

企業支
援課
（公益
財団法
人とく
しま産
業振興
機構）

産業成
長推進
課（公
益財団
法人と
くしま
産業振
興機
構）

○ＤＸの推進（デジタル
人材の育成）分野
　22講座、参加者数延べ
877名
※連携講座含む。

女性の創業ステップ
アップ支援事業

企業支
援課

産業成
長推進
課

○女性起業塾
　14回開催、参加者数延
べ375名
○女性起業家交流セミ
ナー
　6回開催、参加者数延べ
90名
○創業相談　8回
○起業伴走プログラム
6回　受講者数延べ38人

とくしまフュー
チャーアカデミー

男女参
画・青
少年課

男女参
画・青
少年課

・ＴＦＡ
開催回数　全6回
開催日 R7.10.4～R8.2.28
・ＴＦＡ女性ＤＸ人材育
成
開催回数　全6回
開催日 R7.10.4～R8.2.28
・修了生 計12名

（３）男女間賃金格差への対応

施策・事業 R7課名 R8課名 施策の推進状況

労働者サポート事業
（再掲）

労働雇
用政策
課

労働雇
用政策
課

広報誌「労働徳島」の発
行
3回／年、各2,500部

魅力ある職場づくり
支援事業（再掲）

労働雇
用政策
課

労働雇
用政策
課

〇支援件数　83件

とくしまジョブス
テーション運営費

労働雇
用政策
課

労働雇
用政策
課

新規求人登録数：908人
新規求職登録数：53人
就職者数：18人

ジョブナビとくしま
発信力強化事業

労働雇
用政策
課

労働雇
用政策
課

ジョブナビ（サイト）の
年間新規登録数：265件
ジョブナビSNSのフォロ
ワー総数（累計）：701件
ジョブナビサイトの掲載
求人件数（総数）：599件

若年者、ＵＩＪターン希望者等の就職を支援するため、
就業相談、職業紹介等の雇用関連サービスなどをワンス
トップで提供する「とくしまジョブステーション」の運
営を行った。

労働問題全般について相談に応じるとともに、法改正及
び現在の社会情勢に対応した労働関連の取組に関する知
識の向上を図るため、周知・啓発のための広報の実施及
びセミナーを開催した。

とくしまビジネスアップ塾「AWA-BIZ」講座のメニューと
して、ＤＸの推進（デジタル人材の育成）等、新たな事
業展開につながる企業内人材の育成を支援するため、セ
ミナーやワークショップを開催した。

女性の起業に必要な知識が身に付く「女性起業塾」や
「女性起業家交流セミナー」を開催するとともに、個別
課題解決のための創業相談及び起業伴走支援プログラム
を実施した。

政策・方針決定過程への女性・若者の参画機会の更なる
拡大を図るため、人材発掘及び人材育成機能を備えた実
践の場を創設し、女性活躍を目的とした研修を開催する
とともに、育成した人材が活躍できる機会を提供した。

Ｒ7年度施策の実施概要

テレワークをはじめとした多様な働き方の導入や「若者
や女性」に選ばれる職場環境づくりなど、県内中小企
業・小規模事業者における、労働者の多様なニーズを踏
まえた福利厚生制度の充実による「魅力ある職場づく
り」を支援した。

求職者や学生の県内就職促進や採用後のミスマッチ防止を図
るため、県内企業や徳島で働く魅力及びインターンシップ等
の就職支援情報を一元的に発信するとともに、就職支援窓口
と連動した企業と求職者等のマッチング支援を実施した。
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人事戦略強化支援事
業（再掲）

労働雇
用政策
課

労働雇
用政策
課

延べセミナー受講者：317
人／10回
専門家（社会保険労務
士）個別支援：22社
「良質な雇用」創出数：
31人

「徳島で働く魅力」
発信事業

労働雇
用政策
課

労働雇
用政策
課

意見交換会参加者：15名
取材企業：20社

とくしまビジネス
アップ塾「AWA-
BIZ」事業
（再掲）

企業支
援課
（公益
財団法
人とく
しま産
業振興
機構）

産業成
長推進
課（公
益財団
法人と
くしま
産業振
興機
構）

○ＤＸの推進（デジタル
人材の育成）分野
　22講座、参加者数延べ
877名
※連携講座含む。

民間を活用した委託
訓練事業
(再掲)

産業人
材課

産業人
材課

介護福祉士科、保育士科
等30コースの訓練を行
い、257名（うち女性160
名）が入校し、就職率は
83.7％であった。

とくしまフュー
チャーアカデミー
(再掲)

男女参
画・青
少年課

男女参
画・青
少年課

・ＴＦＡ
開催回数　全6回
開催日 R7.10.4～R8.2.28
・ＴＦＡ女性ＤＸ人材育
成
開催回数　全6回
開催日 R7.10.4～R8.2.28
・修了生 計12名

とくしま経営塾「長久館」講座のメニューとして、ＤＸ
の推進（デジタル人材の育成）等、新たな事業展開につ
ながる企業内人材の育成を支援するため、セミナーや
ワークショップを開催した。

政策・方針決定過程への女性・若者の参画機会の更なる
拡大を図るため、人材発掘及び人材育成機能を備えた実
践の場を創設し、女性活躍を目的とした研修を開催する
とともに、育成した人材が活躍できる機会を提供した。

職業能力の開発を必要とする求職者に対し、介護福祉士
科、保育士科、医療事務科、ＩＴ技能科、事務科、大型
ドライバー養成科等の訓練を民間教育訓練機関等に委託
して実施し、再就職の促進を図った。

県内企業の人事戦略（採用・育成等）を経営戦略と結び
つけ、推進・強化するため、経営者層を対象とした意識
改革セミナーや採用力強化セミナーを実施し、専門家に
よる個別の伴走支援につなげた。また、「良質な雇用」
の確保に向け、労働法制に関する周知啓発も併せて実施
した。

県内企業や労働者、求職者のニーズを把握しながら戦略的に
県内就職を促進するため、意見交換会を開催し、ターゲット
を巻き込んだ情報発信を行うことで、効果的な発信や企業と
の交流を図った。
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（４）起業･創業への支援

施策・事業 R7課名 R8課名 施策の推進状況

女性の創業ステップ
アップ支援事業
（再掲）

企業支
援課

産業成
長推進
課

○女性起業塾
　14回開催、参加者数延
べ375名
○女性起業家交流セミ
ナー
　6回開催、参加者数延べ
90名
○創業相談　8回
○起業伴走プログラム
6回　受講者数延べ38人

（５）女性の参画が少ない分野での活躍促進

施策・事業 R7課名 R8課名 施策の推進状況

林業の担い手の育成
及び確保

林業振
興課

林業振
興課

○「とくしま林業アカデ
ミー」の運営
・Ｒ7は10名を養成、これ
までの卒業生144名(うち
女性12名)は全員が県内林
業事業体へ就職
・オープンキャンパスを3
回（7/27、30、10/12）実
施し、計31名(うち女性8
名)が参加
○森林林業体験ツアーの
開催
・12月13日に開催し、9名
(うち女性3名）参加

漁業人材確保・育成
事業

水産振
興課

水産振
興課

○漁協女性部関係の会合
等における情報交換2回
 6月13日：参加者 5人
12月16日：参加者 27人

女性が変える未来の
農山漁村づくり事業

経営推
進課

経営推
進課

○若手女性農業者研修の
開催 8回
○女性リーダー育成研修
の開催 5回
○男女共同参画社会を啓
発する研修会・フォーラ
ムの開催 3回
○地域活性化に向けた多
様な団体と連携したモデ
ル的な課題解決の取組 1
件

建設産業の「担い
手」育成推進事業

建設管
理課

建設管
理課

○出前講座の実施
R7.9.19外　8校　参加者
404人
○防災フェスタへの出展
R7.10.19　参加者約2700
人

女性の活躍や社会参画を推進するため、地域のリーダー
となり得る女性農業経営者の育成を図るとともに、地域
の女性農業者グループの活動、女性が働きやすい環境づ
くり、女性の観点を活かした地域の課題解決及び地域活
性化モデルの取組を支援した。

建設産業の担い手の育成・確保を図るため、小中高生を
対象とした出前講座、親子等の来場客を対象としたとく
しま防災フェスタ２０２５への出展を実施した。

Ｒ7年度施策の実施概要

女性の起業に必要な知識が身に付く「女性起業塾」や
「女性起業家交流セミナー」を開催するとともに、個別
課題解決のための創業相談及び起業伴走支援プログラム
を実施した。

Ｒ7年度施策の実施概要

現場の即戦力を育成する「とくしま林業アカデミー」に
おいて、担い手の確保に努めるとともに、女性の参入を
促すための働きやすい環境づくりや「林業体験イベン
ト」の開催など、林業就業者の裾野を広げる取組を実施
した。

漁村女性の資質向上かつ女性リーダーの育成を図るた
め、各種団体等が実施する研修会等、自主的な活動を支
援した。
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あわスポーツ・医科
学強化プロジェクト

スポー
ツ振興
課

スポー
ツ振興
課

○女性アスリート特有の
課題について専門性のあ
る講師による「あわハイ
パフォーマンスセミ
ナー」を開催
開催回数1回、参加人数80
人

（６）職場におけるハラスメントの防止対策の推進

施策・事業 R7課名 R8課名 施策の推進状況

労働者サポート事業
（再掲）

労働雇
用政策
課

労働雇
用政策
課

広報誌「労働徳島」の発
行
3回／年、各2,500部

働きやすい職場環境づ
くり伴走支援事業（再
掲）

労働雇
用政策
課、子
育て応
援課

労働雇
用政策
課、子
育て応
援課

○働きやすい職場環境整
備促進のための企業訪問
数　延べ179事業所
○認証40事業所
　（累計392事業所）
　表彰3事業所
○セミナー
　5回開催、参加者数延べ
93名

総合労働相談体制整
備事業

労働雇
用政策
課

労働雇
用政策
課

相談件数：2,182件

介護現場におけるハ
ラスメントの防止対
策の推進

長寿い
きがい
課

長寿い
きがい
課

事業所に対する実地指導
において実施

夜間（平日）及び休日における労働相談事業を実施し
た。

利用者や家族等による介護職員へのハラスメントに対応
するため、令和３年度報酬改定により新たに設けられた
ハラスメント対策について、介護事業所等に対し必要な
対策をとるよう指導を行った。

本県の競技力向上やスポーツを通した女性活躍に向け、
女性特有の課題に対応したサポートプログラムやスポー
ツリーダー養成のためのセミナーを実施した。

Ｒ7年度施策の実施概要

・「働きやすい職場環境づくり」に向けて、専門知識を
持つアドバイザーが中小企業に戸別訪問し意識啓発や助
言等の伴走支援を実施するとともに、「一般事業主行動
計画」の届出を促進し「はぐくみ支援企業」として認
証・表彰した。
・若者や子育て世帯に向け、SNS等を活用し「共働き・共
育て」をテーマとした情報発信を行うとともに企業の経
営層を対象に、男性育休制度の運用や職場風土づくりの
ためのセミナーを開催した。

労働問題全般について相談に応じるとともに、法改正及
び現在の社会情勢に対応した労働関連の取組に関する知
識の向上を図るため、周知・啓発のための広報の実施及
びセミナーを開催した。
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人権問題に関する出
前講座

多文化
共生・
人権課

多文化
共生・
人権課

講演①（5月8日開催）
テーマ：男女共同参画
講師：大西智城
場所：北島町総合庁舎
参加者数：114人

講演②（9月2日開催）
テーマ：災害と人権
講師：井若和久
場所：板野町東公会堂
参加者数：16人

講演③（11月27日開催）
テーマ：高齢者
講師：上田利枝
場所：南井上ｺﾐｭﾆﾃｨｾﾝﾀｰ
参加者数：23人

講演④（12月13日開催）
テーマ：同和問題
講師：徳山富子
場所：阿南市本庄教育集
会所
参加者数：44人

生活に身近な人権問題に関する講座を設けて講演等の啓
発を行った。
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主要課題２　多様な働き方の創出による女性の活躍推進【推進計画】

（１）テレワークの一層の普及など、多様で新しい働き方の創出

施策・事業 R7課名 R8課名 施策の推進状況

地域課題解決共創推
進事業

企業支
援課

イノ
ベー
ション
創出課

○県内全域を対象とする
「マッチングナビゲー
ター」を配置
○サテライトオフィス
マッチングイベント開
催：1回

戦略的企業誘致強化
事業

企業支
援課

産業成
長推進
課・イ
ノベー
ション
創出課
（視察
旅費支
援）

○視察旅費支援：5社
○タウン誌で立地企業の
紹介記事を掲載

（２）働き方改革の推進

施策・事業 R7課名 R8課名 施策の推進状況

労働者サポート事業
（再掲）

労働雇
用政策
課

労働雇
用政策
課

広報誌「労働徳島」の発
行
3回／年、各2,500部

県内ものづくり企業
ＤＸ促進事業

産業創
生・大
学連携
課

イノ
ベー
ション
創出課

・相談対応件数:103件
  （延べ232件）
・セミナー等実施回数：
13回
　（受講者数延べ351人）
・企業との共同研究支
援：3社

ＤＸステップアップ
推進事業

産業創
生・大
学連携
課

イノ
ベー
ション
創出課

・ＤＸ化支援企業数：6社

労関係機関と連携し、ホームページへの掲載、刊行物の
発行により、長時間労働の是正や年次有給休暇の取得等
について周知・啓発を行った。

ものづくり企業の持続的な発展を目指すため、とくしま
ＤＸ推進センターを核とした伴走支援や人材育成プログ
ラムを実施するとともに、工業技術センターと県内企業
による共同研究を実施することにより、ＡＩ等先端技術
の活用による「生産性の向上」に向けた取組みを行っ
た。

「ＤＸ推進コーディネーター」による伴走支援を行う中
で明らかになった課題に対応するため、更に踏み込んだ
施策として、県内企業のデジタルツール導入前の業務手
順見直しやそれに伴う周辺システムの整備等を支援し、
ＤＸに向けて第一歩を踏み出す企業を支援した。

Ｒ7年度施策の実施概要

サテライトオフィス企業のさらなる誘致促進と市町村と
の地域課題解決の取組等を通じた定着促進を図るため、
ワンストップ支援体制を構築するとともに、首都圏での
マッチングイベント開催など、積極的な誘致活動に取り
組んだ。

本県の強みを活かした産業集積を図るため、立地検討企
業に対する効果的な情報発信やアプローチを行うととも
に、立地企業の認知度向上や雇用確保に向けたフォロー
アップに取り組んだ。

Ｒ7年度施策の実施概要
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主要課題３　仕事と生活の調和を図るために必要な基盤の整備【推進計画】

（１）ワーク・ライフ・バランスの普及・促進

施策・事業 R7課名 R8課名 施策の推進状況

働きやすい職場環境づ
くり伴走支援事業（再
掲）

労働雇
用政策
課、子
育て応
援課

労働雇
用政策
課、子
育て応
援課

○働きやすい職場環境整
備促進のための企業訪問
数　延べ179事業所
○認証40事業所
　（累計392事業所）
　表彰3事業所
○セミナー
　5回開催、参加者数延べ
93名

魅力ある職場づくり
支援事業（再掲）

労働雇
用政策
課

労働雇
用政策
課

〇支援件数　83件

（２）多様なライフスタイルに対応した子育てや介護の支援策の充実

施策・事業 R7課名 R8課名 施策の推進状況

働きやすい職場環境づ
くり伴走支援事業（再
掲）

労働雇
用政策
課、子
育て応
援課

労働雇
用政策
課、子
育て応
援課

○働きやすい職場環境整
備促進のための企業訪問
数　延べ179事業所
○認証40事業所
　（累計392事業所）
　表彰3事業所
○セミナー
　5回開催、参加者数延べ
93名

デジタル技術を活用
した雇用促進事業
（再掲）

労働雇
用政策
課

労働雇
用政策
課

〇求職者登録数1,784人
〇採用件数2,648人

魅力ある職場づくり
支援事業（再掲）

労働雇
用政策
課

労働雇
用政策
課

〇支援件数　83件

阿波っ子すくすくは
ぐくみ資金貸付金

労働雇
用政策
課

労働雇
用政策
課

〇貸付実績0件
〇貸付残高111,979,046円

・「働きやすい職場環境づくり」に向けて、専門知識を
持つアドバイザーが中小企業に戸別訪問し意識啓発や助
言等の伴走支援を実施するとともに、「一般事業主行動
計画」の届出を促進し「はぐくみ支援企業」として認
証・表彰した。
・若者や子育て世帯に向け、SNS等を活用し「共働き・共
育て」をテーマとした情報発信を行うとともに企業の経
営層を対象に、男性育休制度の運用や職場風土づくりの
ためのセミナーを開催した。

柔軟な働き方の促進と労働力不足の解消のため、スポッ
トワークの就労プラットフォーム徳島マッチボックスを
構築し、学生、若者や育児・介護中の方、高齢者などの
潜在的な労働力と就労機会のマッチングを促進した。

テレワークをはじめとした多様な働き方の導入や「若者
や女性」に選ばれる職場環境づくりなど、県内中小企
業・小規模事業者における、労働者の多様なニーズを踏
まえた福利厚生制度の充実による「魅力ある職場づく
り」を支援した。

・「働きやすい職場環境づくり」に向けて、専門知識を
持つアドバイザーが中小企業に戸別訪問し意識啓発や助
言等の伴走支援を実施するとともに、「一般事業主行動
計画」の届出を促進し「はぐくみ支援企業」として認
証・表彰した。
・若者や子育て世帯に向け、SNS等を活用し「共働き・共
育て」をテーマとした情報発信を行うとともに企業の経
営層を対象に、男性育休制度の運用や職場風土づくりの
ためのセミナーを開催した。

テレワークをはじめとした多様な働き方の導入や「若者
や女性」に選ばれる職場環境づくりなど、県内中小企
業・小規模事業者における、労働者の多様なニーズを踏
まえた福利厚生制度の充実による「魅力ある職場づく
り」を支援した。

教育資金等の経済的負担の軽減を図るため、四国労金と
実施している勤労者向け協調融資制度において、出産や
子育てを行う勤労者に対して低利融資を行った。

Ｒ7年度施策の実施概要

Ｒ7年度施策の実施概要
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多様な子育て支援推
進交付金事業（うち
「利用者支援事
業」）

子育て
応援
課、
こども
家庭支
援課

子育て
応援
課、
こども
家庭支
援課

利用者支援事業
19市町へ補助

放課後子ども総合プ
ラン推進事業

こども
家庭支
援課

こども
家庭支
援課

放課後児童クラブ登録児
童数
8,213人（令和7年5月1日
現在）

ネウボラ推進応援事
業

子育て
応援課

子育て
応援課

各保健所において研修会
開催（延べ210名参加）

ファミリー・サポー
ト・センター機能強
化事業

子育て
応援課

子育て
応援課

○病児・病後児預かり講
習
(7.5時間)の実施：年3回
○ファミサポネットワー
ク連絡会の実施：年2回

阿波っ子はぐくみ保
育料助成事業

子育て
応援課

子育て
応援課

阿波っ子はぐくみ保育料
助成事業
24市町村へ補助

幼保小の架け橋プロ
グラム促進事業

義務教
育課

義務教
育課

○預かり保育の充実を推
進した。（R7公立幼稚園
実施率96%）
○子育て支援活動を推進
した。（R7公立幼稚園実
施率100%）

私立学校振興事業
こども
未来政
策課

こども
未来政
策課

○ＩＣＴ化支援
　3園
○遊具等支援
　5園

地域と学校の連携・
協働強化事業（うち
放課後子供教室推進
事業）

生涯学
習課

生涯学
習課

16市町において45の放課
後子供教室を実施した。

妊娠から出産・子育てまで切れ目なく支援を図るため、｢
こども家庭センター｣の開設及び運営等を行う市町村に対
し補助を行った。

「放課後児童対策パッケージ」に基づき、すべての児童
が放課後等を安全・安心に過ごし、多様な体験・活動を
行うため、放課後児童支援員等のより専門的な知識及び
技能の習得や市町村における放課後等の児童の受け皿整
備を支援した。

妊娠から出産・子育て期にわたる切れ目のない支援が行
えるよう、実施主体となる市町村等を支援するととも
に、地域保健関係者の資質向上を図る研修会や情報提
供、普及啓発を行った。

県下ファミサポの全体の質の向上と病児・病後児預かり
の推進を図るため、連絡会議を開催するとともに、会員
向け講習会を実施した。

子育て世帯における経済的負担を軽減するため、保育所
等における0～2歳児の第１子以降の保育料無償化に取り
組む市町村へ補助を行った。

学校の余裕教室や校庭等を活用し、安全・安心な放課後
等の子供の活動拠点（居場所）を設け、地域住民の参画
を得て学習やスポーツ、文化等の体験活動や交流活動を
推進する取組を支援した。

令和7年3月に策定した「徳島県幼児教育振興アクション
プランⅣ」をもとに、地域の実態や保護者のニーズを把
握しつつ、子どもの育ちを大切にする教育を推進するこ
とを目指し、子育て支援活動や預かり保育・延長保育を
充実させるため、県・設置者・各施設それぞれが、幼児
教育振興に向けた施策を推進した。

業務のＩＣＴ化や、幼児教育の質の向上における環境整
備を図るための「遊具等」の導入に必要な経費について
支援を行った。
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男女共同参画総合支
援センター（こども
室）の管理運営

男女参
画・青
少年課

男女参
画・青
少年課

利用人数：101名

男女共同参画総合支
援センター（こども
室）の子育て相談

男女参
画・青
少年課

男女参
画・青
少年課

電話相談：4件
面接相談：1件

病院内保育所運営費
補助事業

医療政
策課

医療政
策課

病院内保育所運営費補助
事業実施施設：6施設

スポーツ・イン・ラ
イフ創造事業

スポー
ツ振興
課

スポー
ツ振興
課

総合型地域スポーツクラ
ブにおけるプログラム充
実等の機能強化を図ると
ともに、スポーツSDGsの
推進、登録認証制度の円
滑な運用を図った。

徳島県民文化祭の開
催

文化振
興課

文化振
興課

第27回徳島県民文化祭協
賛事業及び特別協賛事業
として未就学児参加可能
イベントを22件実施し
た。
（内訳）
協賛事業：26件中20件
特別協賛事業：4件中2件

市町村での子育て・
介護関係手続のオン
ライン化

情報政
策課

情報政
策課

子育て介護関係の全26手
続をマイナポータルでオ
ンライン手続できる自治
体数：19

介護支援専門員実務
研修受講試験の申込
手続きの利便性

長寿い
きがい
課

長寿い
きがい
課

288名
(試験申込483名)

子育てや介護を担う方の利便性向上や手続に係る負担軽
減を図るため、マイナポータルからマイナンバーカード
を用いて子育て・介護に関する手続のサービス検索及び
オンライン申請ができるワンストップサービスについ
て、市町村における導入を促した。

男女共同参画総合支援センターのこども室において、就
学前までの子育てに関する相談に電話及び面談で応じ
た。（指定管理者）

講座、相談等で、男女共同参画総合支援センターを利用
する方のお子様をお預かりした。（指定管理者）

病院等で従事する職員のために保育施設を運営する事業
について助成し、医療従事者の離職防止及び再就業を促
進した。

多様な形で県民にスポーツの機会を提供し、だれもが日
常的にそれぞれのライフスタイルに応じたスポーツに取
り組むことのできる「スポーツ・イン・ライフ」を創出
した。

徳島県民文化祭協賛事業及び特別協賛事業において、未
就学も参加可能な文化イベントを実施し、親子で文化芸
術に触れる機会を創出した。

受験者の申込手続の利便性向上のため、電子申請でも行
えるようにした。
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（３）男性の育児休業取得等の推進

施策・事業 R7課名 R8課名 施策の推進状況

働きやすい職場環境づ
くり伴走支援事業（再
掲）

労働雇
用政策
課、子
育て応
援課

労働雇
用政策
課、子
育て応
援課

○働きやすい職場環境整
備促進のための企業訪問
数　延べ179事業所
○認証40事業所
　（累計392事業所）
　表彰3事業所
○セミナー
　5回開催、参加者数延べ
93名

魅力ある職場づくり
支援事業（再掲）

労働雇
用政策
課

労働雇
用政策
課

〇支援件数　83件

とくしま「共働き・
共育て」応援事業

子育て
応援課

子育て
応援課

支給企業数：25件

徳島県介護実習・普
及センター運営事業

長寿い
きがい
課

長寿い
きがい
課

実施回数：16回
(延人数　202名)

フレアキャンパス講
座
(親子参加型イベン
ト）

男女参
画・青
少年課

男女参
画・青
少年課

おでかけシネマ：27人
親子フェスタ：82人
防災教室：44人

テレワークをはじめとした多様な働き方の導入や「若者
や女性」に選ばれる職場環境づくりなど、県内中小企
業・小規模事業者における、労働者の多様なニーズを踏
まえた福利厚生制度の充実による「魅力ある職場づく
り」を支援した。

子ども向けの観劇や夏休みの実習教室など、親子で参加
できる様々なイベントを実施し、子育てが楽しいと感じ
られるゆとりある子育て環境の創出に寄与した。

・「働きやすい職場環境づくり」に向けて、専門知識を
持つアドバイザーが中小企業に戸別訪問し意識啓発や助
言等の伴走支援を実施するとともに、「一般事業主行動
計画」の届出を促進し「はぐくみ支援企業」として認
証・表彰した。
・若者や子育て世帯に向け、SNS等を活用し「共働き・共
育て」をテーマとした情報発信を行うとともに企業の経
営層を対象に、男性育休制度の運用や職場風土づくりの
ためのセミナーを開催した。

家庭での基礎的な介護技術、自立支援のための介護を体
系的に学ぶことのできる「介護に関する基礎的な研修」
を実施した。

男性の育児休業取得促進や周りの職員へのフォローな
ど、男女ともに、仕事と子育てが両立できる職場環境づ
くりに取り組む県内中小企業に対し奨励金を支給した。

Ｒ7年度施策の実施概要
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主要課題４　政策・方針決定過程への女性の参画拡大

（１）政策・方針決定過程への女性の参画促進

施策・事業 R7課名 R8課名 施策の推進状況

女性県職員の積極的
な管理職への登用

人事課 人事課

令和8年度定期人事異動に
おいて、女性職員の幹部
登用を積極的に行った結
果、女性管理職の割合は
過去最高の「22.1%」
（R8.4時点）となった。
※10.8%（R1.5時点）

職員だれもが働きや
すい魅力ある職場環
境づくり

人事課 人事課

ワーク・ライフ・バラン
ス支援書の交付、「子育
てに参加しやすい職場環
境づくり」や「『前例踏
襲打破』による仕事の進
め方改革」についての通
知の発出など、職員だれ
もが働きやすい魅力ある
職場環境づくりを図っ
た。

県審議会等への女性
委員の登用促進

男女参
画・青
少年課

男女参
画・青
少年課

女性委員選任割合53.7％
(R7)【全国1位】

市町村男女共同参画
行政主管課長会議

男女参
画・青
少年課

男女参
画・青
少年課

国や県の取組について周
知を行うとともに、各市
町村の男女共同参画推進
に向けた説明会を開催
・開催日：令和7年10月27
日

とくしまフュー
チャーアカデミー
(再掲)

男女参
画・青
少年課

男女参
画・青
少年課

・ＴＦＡ
開催回数　全6回
開催日 R7.10.4～R8.2.28
・ＴＦＡ女性ＤＸ人材育
成
開催回数　全6回
開催日 R7.10.4～R8.2.28
・修了生 計12名

働きやすい職場環境づ
くり伴走支援事業（再
掲）

労働雇
用政策
課、子
育て応
援課

労働雇
用政策
課、子
育て応
援課

○働きやすい職場環境整
備促進のための企業訪問
数　延べ179事業所
○認証40事業所
　（累計392事業所）
　表彰3事業所
○セミナー
　5回開催、参加者数延べ
93名

魅力ある職場づくり
支援事業（再掲）

労働雇
用政策
課

労働雇
用政策
課

〇支援件数　83件

農業協同組合におけ
る女性役員の登用促
進

農林水
産政策
課

農林水
産政策
課

○女性役員の割合：
11.3％（R8.3.31）

Ｒ7年度施策の実施概要

女性職員の一層の職域の拡大、能力の拡大を図るととも
に、「能力実証」を前提としつつ、意欲と能力のある女
性職員を管理職へと着実に登用し、県行政の中核におい
て活き活きと活躍できる組織の実現に取り組んだ。

特定事業主行動計画に基づき、働き方改革の推進や男性
職員の育児休業の取得促進により、職員だれもが働きや
すい魅力ある職場環境づくりに努めた。

県の審議会等における女性委員の選任割合について、全
国トップクラスの水準を堅持することを目標に、女性の
参画拡大を図った。

テレワークをはじめとした多様な働き方の導入や「若者
や女性」に選ばれる職場環境づくりなど、県内中小企
業・小規模事業者における、労働者の多様なニーズを踏
まえた福利厚生制度の充実による「魅力ある職場づく
り」を支援した。

市町村が行う男女共同参画への取組みが一層充実するよ
う、情報提供等を行った。

政策・方針決定過程への女性・若者の参画機会の更なる
拡大を図るため、人材発掘及び人材育成機能を備えた実
践の場を創設し、女性活躍を目的とした研修を開催する
とともに、育成した人材が活躍できる機会を提供した。

・「働きやすい職場環境づくり」に向けて、専門知識を
持つアドバイザーが中小企業に戸別訪問し意識啓発や助
言等の伴走支援を実施するとともに、「一般事業主行動
計画」の届出を促進し「はぐくみ支援企業」として認
証・表彰した。
・若者や子育て世帯に向け、SNS等を活用し「共働き・共
育て」をテーマとした情報発信を行うとともに企業の経
営層を対象に、男性育休制度の運用や職場風土づくりの
ためのセミナーを開催した。

多様な視点から農協改革を促進するため、農協の経営に
おける女性の参画及び女性役員の登用が促進されるよう
指導等を行った。
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女性農業者の農業委
員への登用

農林水
産政策
課

農林水
産政策
課

○女性農業委員の割合：
17.8%（R7.10.1）

徳島県機構集積支援
事業

農林水
産政策
課

農林水
産政策
課

○研修会の開催　2回
○農業委員の研修会等参
加への支援　6回

令和8年度及び令和9年度に行われる県内全市町村農業委
員の改選に向け、より一層女性農業委員の登用が進むよ
う、各種説明会や研修にて情報提供を行った。

女性の農業委員への登用促進及び女性農業委員の組織化
を図るため、農業委員会ネットワーク機構である（一
社）徳島県農業会議を通じて活動を支援した。
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（２）男女共同参画を推進するグローカル人材の養成

施策・事業 R7課名 R8課名 施策の推進状況

とくしまフュー
チャーアカデミー
(再掲)

男女参
画・青
少年課

男女参
画・青
少年課

・ＴＦＡ
開催回数　全6回
開催日 R7.10.4～R8.2.28
・ＴＦＡ女性ＤＸ人材育
成
開催回数　全6回
開催日 R7.10.4～R8.2.28
・修了生 計12名

女性の創業ステップ
アップ支援事業
（再掲）

企業支
援課

産業成
長推進
課

○女性起業塾
　14回開催、参加者数延
べ375名
○女性起業家交流セミ
ナー
　6回開催、参加者数延べ
90名
○創業相談　8回
○起業伴走プログラム
6回　受講者数延べ38人

帰国・外国人児童生
徒トータルサポート
事業

義務教
育課

義務教
育課

○幼・小・中学校（市町
村）、県立高校に日本語
指導の講師を派遣
○日本語講師指導力向上
研修会、関係機関との運
営委員会を開催

Tokushimaグローカル
人財育成事業

高校教
育課

高校教
育課

○Hello to the Worldを
小学9校で実施し、計334
名の児童が本県在住留学
生と異文化交流を実施。
○AWA English Study
Campに中学生30名が参
加。
○徳島と世界をつなぐグ
ローカルリーダー育成事
業（高校生対象）に高校
生36名が参加。
○Tokushima海外体験推進
事業として、中学生50
名、高校生40名の海外研
修を支援。また、高等学
校延べ8校が実施した海外
姉妹校との交流を支援。

「新未来の消費者教
育」推進事業（うち
「「とくしま消費者
教育」ＮＥＸＴス
テップアップ事
業」）

高校教
育課

高校教
育課

○幼・中・高５校を実践
校として指定し、その成
果を実践報告集としてま
とめ、県内に広く普及・
発信した。

消費生活センター機
能強化事業

消費者
政策課

消費者
政策課

地域の消費者リーダーが
養成され、県民の消費者
問題解決能力向上に寄与
している。

帰国・外国人児童生徒等に対して、日本語教育サポート
センターを中心として、支援に関わる各種団体・機関と
連携したトータルサポート体制を構築し、日本語指導を
はじめとした各種事業の充実を図るとともに、異文化理
解・多文化共生の考え方に基づく教育の一層の充実を
図った。

合理的な意志決定ができる自立した消費者を育成するた
め、消費生活に関する具体的な事例を有する団体、契約
やデジタルコンテンツ等についての高度な知識・技術を
有する専門家など、多様な主体との連携を通して、児童
生徒が消費生活に関する正しい知識を習得し、適切な行
動に結びつけられるよう事業を実施した。

政策・方針決定過程への女性・若者の参画機会の更なる
拡大を図るため、人材発掘及び人材育成機能を備えた実
践の場を創設し、女性活躍を目的とした研修を開催する
とともに、育成した人材が活躍できる機会を提供した。

学校等への出前講座、くらしのサポーター・消費生活
コーディネーターの養成、消費者大学校の運営を行うこ
とで、ライフステージに応じた消費者教育を推進し、県
民自らの消費者問題解決能力の向上を図った。

Ｒ7年度施策の実施概要

国際社会で必要とされる資質・能力やグローバルな視点を
もって、本県の活性化や持続的発展に貢献するグローカル人
財の育成のため、計画的・体系的な英語によるコミュニケー
ション能力の育成及び国際理解の深化を図った。

女性の起業に必要な知識が身に付く「女性起業塾」や
「女性起業家交流セミナー」を開催するとともに、個別
課題解決のための創業相談及び起業伴走支援プログラム
を実施した。
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とくしまパートナー
シップ推進事業

生活環
境政策
課

生活環
境政策
課

○プラザ主催講座（会計
講座ほか）10回
○NPO小・中・高校出前授
業 70回
○NPO･ボランティアおた
めし体験 218件、863名

ＮＰＯ、ボランティア、地域づくりなどの県民の自主
的・自立的な社会貢献活動を促進するため、「とくしま
県民活動プラザ」を拠点として、活動・交流の場の提供
など各種支援事業を実施した。
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基本方針Ⅱ　安全・安心に暮らせる環境づくり

主要課題５　女性に対するあらゆる暴力の根絶

（１）配偶者等からの暴力の防止及び被害者支援

施策・事業 R7課名 R8課名 施策の推進状況

こども女性相談セン
ター（配偶者暴力相
談支援センター）の
運営

男女参
画・青
少年課

男女参
画・青
少年課

中央・南部・西部の3セン
ターにおいて相談等を実
施した。
（R7年度実績 速報値）
相談件数　3,453件
　　内DV　1,522件

困難な問題を抱える
女性等支援調整会議

男女参
画・青
少年課

男女参
画・青
少年課

困難な問題を抱える女性
等支援調整会議（実務者
会議）を令和8年1月30日
に開催した。

ＤＶ被害者自立支援
事業

男女参
画・青
少年課

男女参
画・青
少年課

ステップハウスの運営な
ど、民間団体の専門的、
先駆的な活動を支援し
た。相談員向けのスキル
アップ研修を実施した。

携帯用緊急通報装置
貸与事業

男女参
画・青
少年課

男女参
画・青
少年課

保護命令の申し立てをし
ている（予定）者等に携
帯用緊急通報装置を貸与
し、ＤＶ被害者のより一
層の安全を確保した。

女性自立支援施設の
運営

男女参
画・青
少年課

男女参
画・青
少年課

入所者の安全確保を行
い、心身の回復や自立に
向けた支援を行った。

「ストップＤＶ！」
強化推進事業

男女参
画・青
少年課

男女参
画・青
少年課

11月・12月の「ストッ
プ！ＤＶ強化推進月間」
には、「パープルライト
アップ」として、県庁万
代庁舎を女性に対する暴
力根絶のシンボルである
パープルに、「パープル
＆オレンジライトアッ
プ」として、イオンモー
ル徳島の外観を、女性に
対する暴力根絶のシンボ
ルであるパープルと児童
虐待防止のシンボルカ
ラーであるオレンジの２
色でライトアップしたほ
か、パネル展、啓発資料
の配布、研修会・講演会
等の開催によりＤＶ・性
暴力の防止を啓発した。

若年層からの「ス
トップ！ＤＶ」推進
事業

男女参
画・青
少年課

男女参
画・青
少年課

デートＤＶ防止セミナー
32回実施
受講者数2,127人
※デートＤＶ防止セミ
ナー受講者を「ＳＴＯ
Ｐ！ＤＶサポーター」と
し、被害者支援の輪を拡
げた。

「『ストップ！ＤＶ』強化推進月間」において、県民の
配偶者からの暴力に対する理解を深めるため、市町村や
民間団体と連携し、様々なＤＶ防止啓発事業を実施し
た。

重大な人権侵害であるＤＶ根絶のため、「ＤＶの被害者
も加害者も傍観者も発生させない」という視点から、
デートＤＶ防止セミナーの実施等、若年層からのＤＶ予
防教育・啓発を実施した。

Ｒ7年度施策の実施概要

困難な問題を抱える女性（ＤＶ被害者を含む。）の早期
発見に努め、必要な相談、支援、一時保護、保護命令制
度や保護施設の情報提供等を実施し、併せて被害防止の
ための啓発活動等を実施した。

困難な問題を抱える女性、ＤＶ被害者等への支援を適切
かつ円滑に行うことを目的として、支援調整会議を開催
した。

困難な問題を抱える女性やＤＶ被害者の安全確保と自立
支援の充実を図るため、ステップハウス運営事業の実施
や、民間団体が行う専門的・先駆的な支援事業への助成
等により、民間団体と協働して支援活動の充実強化に取
り組んだ。また、相談窓口の広報を行うとともに、ＤＶ
被害者を支援する相談員のスキルアップ研修などを実施
し、支援体制の強化を図った。

ＤＶ被害者の申込により、保護命令の申し立て時から保
護命令期間中、被害者の位置情報がわかる通報装置を県
が無償で貸与を行い、安全の確保を図った。

配偶者の暴力等で保護を求める被害者及び困難な問題を
抱える女性を入所させて、その保護を行うとともに、心
身の健康を図るための支援を行い、自立を促進した。
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県営住宅への優先入
居

住宅課 住宅課

県営住宅への入居の際、
DV被害者である場合は単
身での入居を認めるほ
か、連帯保証人の連署を
必要としない等の配慮を
行った。

児童虐待防止等対策
こども
家庭支
援課

こども
家庭支
援課

徳島県要保護児童対策協
議会等において、DV所管
課と連携強化を図った。

安全で安心なまちづ
くり推進事業

消費者
政策課

消費者
政策課

推進協議会等を開催し
て、自主防犯活動団体、
学校団体や事業者団体な
どと連携し、安全で安心
なまちづくりを計画的に
推進するとともに、自主
防犯活動の活性化を図っ
た。

支援をつなぐ！犯罪
被害者等サポート事
業

消費者
政策課

消費者
政策課

関係機関と連携し、被害
者等に寄り添った支援を
行うとともに、犯罪被害
者等支援の必要性につい
て、県民への理解を深め
た。

（２）性犯罪・性暴力・ＡＶ出演被害対策の推進･強化及び被害者支援

施策・事業 R7課名 R8課名 施策の推進状況

性暴力被害者支援セ
ンター運営事業

男女参
画・青
少年課

男女参
画・青
少年課

中央・南部・西部の3セン
ターにおいて相談・支援
を実施した。
相談件数　258件
医療費等の公費負担実施
件数　12件

若年層の性暴力被害
の予防啓発

男女参
画・青
少年課

男女参
画・青
少年課

4月の若年層の性暴力被害
予防月間に、県庁ふれあ
いセンターでパネル展を
開催した他、リーフレッ
トを配布し、啓発を行っ
た。

性犯罪・性暴力対策
捜査第
一課

刑事企
画課・
捜査第
一課

3機関（警察・検察・徳島
県）合同の司法面接研修
会を実施し、捜査体制を
強化した。

先制・予防的活動の
推進

少年女
性安全
対策課

人身安
全･少年
課

令和7年度中の指導警告実
施件数119件

Ｒ7年度施策の実施概要

性暴力被害者支援センター「よりそいの樹とくしま（中
央・南部・西部）」において、性暴力被害者等からの相
談を受け付け、関係機関と連携して支援を行った。
緊急避妊や性感染症の検査にかかる医療費や心理カウン
セリング・法律相談の費用の公費負担のほか、支援各機
関への同行支援などを行った。
心理士や相談員向けの研修により支援体制の強化を図る
とともに、相談窓口や支援内容等を積極的に周知広報し
た。

性犯罪捜査・性暴力対策に関する捜査体制の強化及び性
犯罪を徹底検挙した。

性犯罪等の前兆となり得る声かけ、つきまとい等の行為
者の特定に関する情報収集及び分析を推進した。
上記行為者を特定し、検挙に至らない場合でも指導・警
告を的確に実施した。
子供や女性が被害者となる事案や相談に対する取組を推
進するため、子供・女性を守る通報ダイヤル等による相
談対応を行った。

「若年層の性暴力被害予防月間（4月）」を中心に、パ
ネル展の開催やリーフレットの配布を行い、児童ポルノ
などの子どもが巻き込まれる犯罪・トラブルや「いわゆ
る『ＪＫビジネス』問題」等の性犯罪・性暴力（レイプ
ドラッグ）などの暴力に関する予防啓発を実施した。

ＤＶ被害者の居住の安定及び自立を支援するため、県営住宅
への入居について、単身での入居を認める等の特段の配慮を
行った。

こども女性相談センターにおける児童虐待対応の一環と
して、面前ＤＶ等による心理的虐待を受けた子どもにつ
いて、児童福祉司や児童心理司が子どもをとりまく状況
調査や社会診断、心理検査、面接等を行い、子どもの状
態を正しく把握した上で、カウンセリング等心のケアを
行った。

安全で安心なまちづくりを総合的に推進し、県民が安全
で安心して暮らすことができる社会の実現を図るための
取り組みを展開した。

第二次犯罪被害者等支援推進計画を策定するとともに、
犯罪被害者等のニーズに応じて関係機関・団体が持つ制
度やサービスを包括して提供する犯罪被害者等支援多機
関ワンストップサービス体制を構築した。また、県民等
への理解促進等、支援施策を総合的に推進することによ
り、再被害及び二次被害の防止に努めた。
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性犯罪被害者への公
費負担制度

情報発
信課

情報発
信課

令和7年度中の医療費等の
公費負担実施件数25件、
カウンセリング費用の公
費負担実施件数76件

心理的負担等に配慮
した相談制度の構築
と関係機関との連
携・継続的支援の実
施

情報発
信課
少年女
性安全
対策課

情報発
信課
人身安
全･少年
課

公認心理師等の資格を有
する職員を配置した。
関係機関と「ねっと21」
との名称で、連携体制を
構築した。

地域安全活動推進事
業（子ども110番の家
及び車）

生活安
全企画
課

生活安
全企画
課

令和7年末、子供110番の
家「11,756箇所」・車
「8,885台」を指定。犯罪
情報等については警察広
報紙やスマートポリス(令
和7年末のインストール数
21,281）等でタイムリー
な情報発信を行った。

相談・継続的支援の
実施

少年女
性安全
対策課

人身安
全･少年
課

警察本部に、公認心理師
等の資格を持つ職員を配
置し､相談への対応や被害
少年等への支援を実施。

児童の性的搾取等へ
の対策

少年女
性安全
対策課

人身安
全･少年
課

入学説明会等で保護者等
にフィルタリング設定や
ペアレンタルコントロー
ルの活用を啓発
インターネット安全利用
教室の実施
　令和7年度中　63校

子ども等を犯罪被害から守るため、「子ども110番の家
及び車」制度の拡充を図るとともに、「徳島安全安心ア
プリ『スマートポリス』」等による地域における犯罪等
に関する情報の迅速な提供に努めた。

専門的知識を有する職員による少年相談、ヤングテレホ
ン等への対応や被害少年に対する継続的支援を実施し
た。

SNS等犯罪利用ツール等に着目した被害の予防・拡大防
止対策を実施した。
学校、携帯電話事業社等と連携し、携帯電話等のフィル
タリングの普及促進とペアレンタルコントロールの活用
に向けた広報啓発活動を推進した。
学校等と協力してインターネット安全利用教室を実施し
た。

犯罪被害者の支援を目的とした医療費等の公費負担を実
施した。
性犯罪以外は原則初診料は公費負担であるが、性犯罪被
害者に対しては、より厚い公費負担（再診料、緊急避妊
処置料、人工妊娠中絶処置料（妊娠検査料を含む。）
等）を実施した。
カウンセリング費用（3年間15万円を限度）等の公費負
担制度を実施した。

被害者の精神的負担を可能な限り軽減するため、カウン
セリングの専門家である公認心理師・臨床心理士の資格
を持つ職員が、相談室における対応や、性犯罪被害相談
電話「♯8103（ハートさん）」等による相談対応を行っ
た。
関係機関と連携体制を構築し、継続的な支援を実施し
た。

17



女性警察官の採用・
登用の拡大 警務課 警務課

令和8年3月31日時点の女
性警察官の割合は12.8％
となった。

AV出演被害対策の推
進・強化

生活安
全企画
課

生活安
全企画
課

令和7年中、ＡＶ出演被害
に関する被害申告はな
かった。

AV出演被害者支援

情報発
信課
生活安
全企画
課

情報発
信課
生活安
全企画
課

令和7年中、ＡＶ出演被害
に関する被害申告はな
かった。

AV出演被害防止のた
めの啓発活動の推進

生活安
全企画
課

生活安
全企画
課

令和7年中、学生対象の防
犯教室を「65回（参加人
数：8,189人、チラシ
4,642枚を配布）」開催。
広報活動を「64回（チラ
シ6,004枚を配布）」実
施。

「困難を抱える青少
年をサポート!」ネッ
トワーク推進事業
（うち「ユースサ
ポーター活動促進事
業」）

男女参
画・青
少年課

男女参
画・青
少年課

徳島県青少年補導セン
ター運営協議会へ委託
し、
・ユースサポーターの養
成及び認定
・フィルタリングの利用
促進
・相談と支援活動
等を実施

「生命（いのち）の
安全教育」の普及展
開

人権教
育課

人権教
育課

令和７年度文部科学省委
託「生命（いのち）の安
全教育普及展開事業」実
施。

若年層の性暴力被害
の未然防止

人権教
育課

人権教
育課

県内公立学校に周知し啓
発を行った。

支援をつなぐ！犯罪
被害者等サポート事
業（再掲）

消費者
政策課

消費者
政策課

関係機関と連携し、被害
者等に寄り添った支援を
行うとともに、犯罪被害
者等支援の必要性につい
て、県民への理解を深め
た。

各種学校、企業等と連携し、防犯教室等のあらゆる機会
を捉え、若年層に向けた被害防止教育を行うとともに、
各種相談窓口の周知等を図り、被害防止のための広報・
啓発活動を推進した。

各地域における子ども・若者の支援者として「ユースサ
ポーター」を養成し、関係機関と連携しながら、問題を
抱える青少年の支援活動を行う。また、インターネット
を介した子ども・若者のいじめや犯罪被害の状況を踏ま
え、フィルタリングの利用促進を図る活動を実施した。

子どもが性暴力の加害者、被害者、傍観者にならないた
めの「生命（いのち）の安全教育」の取組を広めるた
め、県内にモデル地域を設定し、拠点校での公開授業を
行い、授業展開例を示すこと等をとおして普及に努め
た。

令和7年度「若年層の性暴力被害予防月間」実施要綱を
県内公立学校に送付し周知を図った。

第二次犯罪被害者等支援推進計画を策定するとともに、
犯罪被害者等のニーズに応じて関係機関・団体が持つ制
度やサービスを包括して提供する犯罪被害者等支援多機
関ワンストップサービス体制を構築した。また、県民等
への理解促進等、支援施策を総合的に推進することによ
り、再被害及び二次被害の防止に努めた。

徳島県警察女性警察官採用・登用拡大推進計画に掲げる
目標（令和8年4月1日までに警察官に占める女性警察官
の割合12%を目指す）を達成すべく、女性警察官の採
用・登用拡大を図った。

ＡＶ出演被害に関する相談、被害申告を受理した際は、
ＡＶ出演被害防止・救済法のほか、各種法令の適用を視
野に入れた積極的な取締りを推進した。

ＡＶ出演被害者の心情に配意し、被害者の要望に応じて
女性が対応にあたるなど、相談しやすい環境整備に努
め、関係機関・関係部門等と連携した多面的・重層的な
被害者支援を行った。
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（３）ストーカー行為等への対策の推進･強化

施策・事業 R7課名 R8課名 施策の推進状況

ストーカー規制法の
積極的な活用

少年女
性安全
対策課

人身安
全･少年
課

令和7年度中
・文書警告6件
・禁止命令27件

被害者にも加害者に
もならないための教
育活動を通じた知識
の普及及び啓発の推
進

少年女
性安全
対策課

人身安
全･少年
課

文理大学の学生に対しス
トーカー被害の未然防止
及び拡大防止に関する講
習を実施した。

被害者保護対策の推
進

少年女
性安全
対策課

人身安
全･少年
課

令和7年度中、ストー
カー、DV、男女間トラブ
ル、児童虐待の被害者
（16事案40人：延べ87
人）に対し宿泊施設代金
を公費で負担し、一時避
難させた。

地域安全活動推進事
業（子ども110番の家
及び車）【再掲】

生活安
全企画
課

生活安
全企画
課

令和7年末、子供110番の
家「11,756箇所」・車
「8,885台」を指定。犯罪
情報等については警察広
報紙やスマートポリス(令
和7年末のインストール数
21,281）等でタイムリー
な情報発信を行った。

（４）加害者の再犯防止に関する取組

施策・事業 R7課名 R8課名 施策の推進状況

再犯防止対策の実施
少年女
性安全
対策課

人身安
全･少年
課

子供を対象とした性犯罪
受刑者に対し、再犯防止
に向けた措置の強化を
図った。

ストーカー加害者に
対する精神医学的ア
プローチの活用

少年女
性安全
対策課

人身安
全･少年
課

ストーカーの加害者（5件
5名）に対し、精神医学
的・心理学的治療及びカ
ウンセリングを実施し
た。

Ｒ7年度施策の実施概要

子供を対象とした性犯罪受刑者における出所後の居所を
把握し、再犯防止に向けた措置の強化を図った。

ストーカー加害者の同意を得ての精神医学的・心理学的
な治療やカウンセリングを勧め、ストーカー行為の拡
大・再犯防止を実施した。

Ｒ7年度施策の実施概要

ストーカー規制法に基づく文書警告、禁止命令等を積極
的に活用した。

学校等教育機関と連携したストーカー被害の未然防止及
び拡大防止等に関する講習を実施した。

危険性や切迫性が高い被害者等の安全を確保するため、
ホテル等の宿泊施設への一時避難に伴う公費負担を行う
措置を実施した。

子ども等を犯罪被害から守るため、「子ども110番の家
及び車」制度の拡充を図るとともに、「徳島安全安心ア
プリ『スマートポリス』」等による地域における犯罪等
に関する情報の迅速な提供に努めた。
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主要課題６　生活上の困難を抱える女性等への支援

（１）ひとり親家庭等への支援

施策・事業 R7課名 R8課名 施策の推進状況

ひとり親家庭等自立
支援給付事業

こども
家庭支
援課

こども
家庭支
援課

各福祉事務所等において
高等職業訓練促進給付金
等を支給

母子・父子自立支援
員の設置

こども
家庭支
援課

こども
家庭支
援課

母子・父子自立支援員を
配置（9名）

「こどもの居場所」
機能強化支援事業

こども
家庭支
援課

こども
家庭支
援課

とくしまこども食堂応援
連絡会議：3回開催
先進的な取組への支援：7
件

ヤングケアラー支援
体制構築事業

男女参
画・青
少年課

男女参
画・青
少年課

関係職員研修の実施
オンラインサロンの開催
小中学校への「出前授
業」
県民向けフォーラムの開
催

ひとり親家庭等かが
やく未来応援事業

こども
家庭支
援課

こども
家庭支
援課

ホームフレンド派遣回
数：37回

県営住宅への優先入
居(再掲）

住宅課 住宅課

母子世帯等への県営住宅
の優先入居の公募を4回実
施。
母子世帯等の県営住宅入
居時の連帯保証人不要の
措置は継続して適用。

子どもの健全育成支
援事業

地域共
生推進
課

地域共
生推進
課

令和7年度実績
9町村で実施(16町村に参
加呼びかけ）
参加生徒数45人

Ｒ7年度施策の実施概要

母子家庭の母又は父子家庭の父の自立に必要な雇用の安
定と就職の促進を図るため、母子家庭の母又は父子家庭
の父の能力開発に必要な経費の一部を支給したり、資格
取得期間中の生活費の一部を支給した。

母子世帯等の福祉の向上のため、県営住宅の入居公募に
あたって母子世帯等（母子、父子、多子世帯等）につい
ては別枠（公募枠の約2割）を確保し、住宅に困窮する母
子世帯等への優先的な入居配置を図った。
さらに、母子世帯等については、県営住宅への入居にあ
たって、連帯保証人を不要とした。

「貧困の連鎖」の防止を図るため、生活保護家庭をはじ
めとした生活困窮家庭の子どもを対象に「学習支援」を
行うとともに、地域において子どもが安心して大人や社
会とつながることができる居場所の選択肢を増やすた
め、「居場所づくり支援」により、子どもの居場所づく
りや学力向上を図ることにより、困難を抱える子どもた
ちを多方面から支援した。

各県福祉に関する事務所に母子・父子自立支援員を配置
し、ひとり親家庭や寡婦の様々な相談に応じ、自立に必
要な指導及び情報提供を行い、母子家庭等の福祉の増進
に努めた。

こどもが安全・安心に過ごせる「居場所」の量質両面の
充実を図るため、こども食堂等「こどもの居場所」運営
者及び市町村等支援関係機関が参画する「とくしまこど
も食堂応援連絡会議」を設置し、先進事例の共有及び活
動報告等を通じ、地域における支援ネットワークの強化
を図るとともに、不登校のこどもへの支援等、地域の多
様な「居場所づくり」を推進した。

潜在化している「ヤングケアラー」を早期発見・把握す
るため、関係団体による支援連絡会議を設置し、連携体
制を構築した。また、ケアラー同士が悩みや経験を共有
できる場としてオンラインサロンを開催するとともに、
大学との連携により「ヤングケアラーサポーター」を養
成するなど、寄り添い支援を行った。

ひとり親家庭等を対象に、就労に役立つ講習会の実施や
情報提供、個々の状況に合った就労支援を実施する「就
業サポート」、各種相談に応じるとともに、ひとり親家
庭等のこどもを対象に児童訪問援助員（ホームフレン
ド）を派遣する「こどものサポート」を総合的に実施す
ることにより、ひとり親家庭等の福祉向上や自立支援を
図った。
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生活困窮者自立支援
事業

地域共
生推進
課

地域共
生推進
課

令和7年度実績
・16町村で実施
・個別支援計画作成数
　：209件

徳島県奨学金貸付事
業

生涯学
習課

生涯学
習課

高校生84名、高等専門学
校生7名に奨学金の貸与を
行った。

奨学のための給付金
事業

生涯学
習課

生涯学
習課

徳島県内に住所を有する
高校生等の保護者に授業
料以外の教育費の給付を
行った。

高等学校等就学支援
金

生涯学
習課

生涯学
習課

徳島県内の高等学校等に
在籍する高校生等へ授業
料の支援として就学支援
金を支給した。

（２）若年者の妊娠等への支援

施策・事業 R7課名 R8課名 施策の推進状況

市町村の家庭相談支
援体制の強化

こども
家庭支
援課

こども
家庭支
援課

・市町村支援専門員の配
置
・こども家庭支援体制強
化研修の実施

学校における「性に
関する指導」

体育健
康安全
課

体育健
康安全
課

各学校において、学習指
導要領に基づき、「性に
関する指導」を、教育活
動全体を通じて実施し
た。
養護教諭対象のミドル
リーダー研修及びフレッ
シュ研修Ⅱにて「性に関
する指導」について講義
を実施した。

高等学校等に通う所得等の要件を満たす世帯及び家計急
変世帯の生徒に対して、授業料に充てるための高等学校
等就学支援金を支給した。

こども女性相談センターに市町村支援専門員を配置し、
市町村の家庭訪問同行や面接指導等、援助技術の支援を
するなど、家庭児童相談業務を支援するとともに、「こ
ども家庭センター」設置に向けた研修・情報交換等を実
施した。

Ｒ7年度施策の実施概要

教育の機会均等を図るため、勉学に意欲を持ちながら、
経済的理由により修学が困難な高等学校等の在学者に奨
学金を貸与した。

生活困窮者からの相談に対し、個々人の状況に応じた支
援計画を作成し、住居の確保、就労、家計の改善等の生
活困窮課題の解決に向け取組みを行った。

全ての意志ある高校生等が安心して教育を受けられるよ
う、授業料以外の教育費負担を軽減するため、低所得世
帯及び家計急変世帯に対して給付を行った。

学校における「性に関する指導」は、学習指導要領に
のっとり、発達段階に応じて児童生徒が性に関して正し
く理解し、適切に行動が取れるよう教育活動全体を通じ
て、計画的に進めた。
また、学校教育における「性に関する指導」の指導者の
養成と指導力の向上について研修を実施した。
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妊娠した生徒への対
応

いじ
め・不
登校対
策課

いじ
め・不
登校対
策課

事案発生時には、本人の
意志を尊重し適切な指導
を行った。

ネウボラ推進応援事
業（再掲）

子育て
応援課

子育て
応援課

各保健所において研修会
開催（延べ210名参加）

性と健康の相談セン
ター事業
（健康相談）

子育て
応援課

子育て
応援課

各保健所において思春期
から更年期まで幅広い、
性と健康の相談対応や普
及啓発を実施

プレコンセプションケ
ア推進事業

子育て
応援課

子育て
応援課

「とくしま性と妊娠LINE
相談」を活用し、相談対
応や情報発信を実施

とくしまライフデザイ
ン支援事業

子育て
応援課

子育て
応援課

講座を4回開催（3校、8企
業・団体）

（３）困難な問題を抱える女性に対する支援体制の整備

施策・事業 R7課名 R8課名 施策の推進状況

困難な問題を抱える
女性に対する支援体
制の整備

男女参
画・青
少年課

男女参
画・青
少年課

令和8年1月に「困難な問
題を抱える女性への支援
に関する徳島県基本計
画」に基づく支援調整会
議（実務者会議）を開催
し、関係機関との連携を
深めた。

高校生や大学生等を対象に、妊娠・出産に関する正しい
知識の普及を含め、結婚、子育て、仕事など、将来のラ
イフイベントに対する必要な知識や情報を取得するため
の講座を開催するとともに、誰もが気軽にWeb等で自身の
ライフデザインを考えることができるための教材（ライ
フデザインシミュレーション）を作成した。

妊娠から出産・子育て期にわたる切れ目のない支援が行
えるよう、実施主体となる市町村等を支援するととも
に、地域保健関係者の資質向上を図る研修会や情報提
供、普及啓発を行った。

Ｒ7年度施策の実施概要

困難な問題を抱える女性への支援に関する徳島県基本計
画に基づき、女性の人権が尊重され安心し自立して暮ら
せる社会の実現に資する支援体制の整備を図った。

公立高等学校、特別支援学校において妊娠した生徒に対
し、母体の保護を優先しつつ、学業継続に向けた支援に
関する文部科学省からの通知の周知を図った。

プレコンセプションケア（男女を問わず、性や妊娠に関
する正しい知識の普及を図り、健康管理を促す取組）を
含め、男女問わず性や生殖に関する健康支援を総合的に
推進し、ライフステージに応じた切れ目のない健康支援
を実施した。

男女問わず、若い世代からライフステージに応じて、
性・生殖妊娠に関する正しい知識を習得し、妊娠・出産
も含めた、将来の健康を考えるため、様々な性・生殖に
関する相談窓口の充実や情報発信、支援体制の充実を
図った。
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（１）男女共同参画と医療・健康・スポーツ、ライフステージに応じた女性の健康保持　

施策・事業 R7課名 R8課名 施策の推進状況

医療とくしま情報化
推進事業

医療政
策課

医療政
策課

ホームページ「医療とく
しま」において、女性医
師による診察が可能な医
療機関等を検索できるよ
う運用し、医療の提供体
制の情報提供を行った。

とくしま健康ポイン
ト推進事業

健康寿
命推進
課

健康寿
命推進
課

○健康ポイントプロジェ
クト「テクとく」の運用
（ダウンロード数：
34,545件）

糖尿病対策総合戦略
事業

健康寿
命推進
課

健康寿
命推進
課

○健康とくしま応援団の
募集登録（登録事業所
数：1,808事業所）
○職域タイアップ事業の
実施
○地域医療連携推進事業
の実施

とくしま「がん検
診・受診率アップ」
総合戦略事業

健康寿
命推進
課

健康寿
命推進
課

○全市町村において乳が
ん･子宮頸がんのがん検診
を実施
○10月の乳がん月間にお
けるピンクリボンイベン
ト等の各種イベントでが
ん検診受診の啓発活動を
実施

小児・ＡＹＡ世代妊
孕性サポ－ト事業

健康寿
命推進
課

健康寿
命推進
課

○助成件数：16件

受動喫煙・ＣＯＰＤ
対策強化事業

健康寿
命推進
課

健康寿
命推進
課

○若者に対する防煙教育
や父母等に対する出前講
座の実施
○改正健康増進法の周知
啓発

エイズ・性感染症対
策事業

感染症
対策課

感染症
対策課

○普及啓発事業
6月のHIV検査普及週間
や、12月1日の世界エイズ
デーに際し普及啓発事業
を実施（各保健所、公的
機関におけるパネル展や
ライトアップ等による啓
発）
○エイズ検査（各保健所
で実施）
R7年検査件数295件

ＣＯＰＤに関する正しい知識の普及・啓発により、早期
発見・早期治療に繋げ、ＣＯＰＤ死亡率の改善を図ると
ともに、「健康増進法の一部を改正する法律」に基づ
き、望まない受動喫煙が生じないよう効果的な対策を推
進した。

乳がん・子宮頸がんによる死亡者を減少させるため、県
内市町村で広域的にがん検診を実施するとともに、がん
検診による早期発見・早期治療の重要性を発信し、がん
検診の受診を促進した。

将来、子どもを産み育てることを望む小児・AYA世代のが
ん患者等が、希望を持ってがん治療等に取り組めるよ
う、将来子どもを出産することができる可能性を温存す
るための妊孕性温存療法等に要する経費の一部を助成し
た。

主要課題７ 生涯にわたる健康づくりへの支援

Ｒ7年度施策の実施概要

性別に配慮した医療の提供状況など、医療機関の機能
を、ホームページ「医療とくしま」において情報提供し
た。

正しいエイズ・性感染症の予防知識の普及啓発、相談・
検査体制の充実、また、エイズ相談検査に従事する職員
の研修等を強化推進すること等により、エイズ・性感染
症の拡大防止を図った。

糖尿病をはじめとする生活習慣病の予防を推進するた
め、スマホアプリ「テクとく」を通じて市町村や保険者
等と連携した各種イベントを実施し、運動習慣の定着に
つながる環境づくりを加速した。

糖尿病をはじめとする生活習慣病は重要な課題であるこ
とから、生活習慣の改善やハイリスク者対策などの生活
習慣病対策を総合的かつ効果的・効率的に推進した。
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若者世代のライフプ
ラン推進事業

子育て
応援課

子育て
応援課

○ピアカウンセラー養成
講座開催
○小中高等での普及啓発
や性に関する講座等

プレコンセプションケ
ア推進事業（再掲）

子育て
応援課

子育て
応援課

「とくしま性と妊娠LINE
相談」を活用し、相談対
応や情報発信を実施

ネウボラ推進応援事
業（再掲）

子育て
応援課

子育て
応援課

各保健所において研修会
開催（延べ210名参加）

とくしまライフデザイ
ン支援事業（再掲）

子育て
応援課

子育て
応援課

講座を4回開催（3校、8企
業・団体）

薬物事犯対策事業
捜査第
二課

捜査第
二課

薬物乱用者及び密売人の
検挙。
薬物乱用防止協議会員と
連携した薬物乱用防止広
報啓発活動の実施。

「ストップ・ザ・ド
ラッグ」総合対策事
業

薬務課 薬務課

○「徳島県薬物乱用対策
推進本部会議」開催（7月
18日）
○「ダメ。ゼッタイ。」
普及運動（6月20日～7月
19日）
○麻薬・覚醒剤・大麻乱
用防止運動（10月1日～11
月30日）
大学祭での啓発キャン
ペーンの実施等
○薬物乱用防止教室の実
施

薬物乱用防止教育の
充実

体育健
康安全
課

体育健
康安全
課

薬物乱用防止教育研修会
をオンラインにて開催し
た。
「喫煙・飲酒・薬物乱用
防止教室」を小・中・高
等学校・特別支援学校で
開催した。

妊娠から出産・子育て期にわたる切れ目のない支援が行
えるよう、実施主体となる市町村等を支援するととも
に、地域保健関係者の資質向上を図る研修会や情報提
供、普及啓発を行った。

徳島県薬物乱用対策推進本部の下、関係機関・団体が連
携し薬物乱用防止について広報啓発等の活動を推進し
た。
○「徳島県薬物乱用対策推進本部会議」開催（7月18日）
○「ダメ。ゼッタイ。」普及運動（6月20日～7月19日）
○麻薬・覚醒剤・大麻乱用防止運動（10月1日～11月30
日）
○大学祭での啓発キャンペーンの実施（10月～11月）
○学校等での薬物乱用防止教室の実施（通年）

薬物乱用防止教室を行う指導者の指導力向上を図るた
め、教職員・学校薬剤師・警察職員等を対象に研修会を
開催し、薬物乱用防止教育を推進した。
また、児童生徒を対象にした「喫煙・飲酒・薬物乱用防
止教室」を学校の実態に応じた内容で開催した。

薬物乱用者・密売人の検挙及び関係機関・団体と連携し
た薬物乱用防止のための広報啓発活動を推進した。

男女問わず、若い世代からライフステージに応じて、
性・生殖妊娠に関する正しい知識を習得し、妊娠・出産
も含めた、将来の健康を考えるため、様々な性・生殖に
関する相談窓口の充実や情報発信、支援体制の充実を
図った。

高校生や大学生等を対象に、妊娠・出産に関する正しい
知識の普及を含め、結婚、子育て、仕事など、将来のラ
イフイベントに対する必要な知識や情報を取得するため
の講座を開催するとともに、誰もが気軽にWeb等で自身の
ライフデザインを考えることができるための教材（ライ
フデザインシミュレーション）を作成した。

思春期世代に向け、自分たちの性や妊娠・出産を含めた
ライフプランについて考え、正しい知識を持って自己決
定ができるよう、普及啓発を行った。
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スポーツ・イン・ラ
イフ創造事業（再
掲）

スポー
ツ振興
課

スポー
ツ振興
課

総合型地域スポーツクラ
ブにおけるプログラム充
実等の機能強化を図ると
ともに、スポーツSDGsの
推進、登録認証制度の円
滑な運用を図った。

あわスポーツ・医科
学強化プロジェクト
（再掲）

スポー
ツ振興
課

スポー
ツ振興
課

○女性アスリート特有の
課題について専門性のあ
る講師による「あわハイ
パフォーマンスセミ
ナー」を開催
開催回数1回、参加人数80
人

いきいきシニア活動
促進事業

長寿い
きがい
課

長寿い
きがい
課

介護予防リーダー：1,840
人(R7年度末時点）
高齢者の体力向上支援・
環境づくり事業を実施し
たモデル市町村数：8市町
村

孤独孤立対策総合推
進事業

地域共
生推進
課

地域共
生推進
課

○自殺予防サポーターの
養成　累計68,061人
○高等教育機関や関係機
関などにおいて出前講座
を実施
○とくしま孤独・孤立対
策官民連携プラット
フォームにおいてセミ
ナー等を実施

介護予防の普及啓発を推進する「介護予防リーダー」を
養成するほか、「介護予防リーダー」が核となり、要介
護の前段階である「フレイル」の普及啓発を実施した。

多様な形で県民にスポーツの機会を提供し、だれもが日
常的にそれぞれのライフスタイルに応じたスポーツに取
り組むことのできる「スポーツ・イン・ライフ」を創出
した。

本県の競技力向上やスポーツを通した女性活躍に向け、
女性特有の課題に対応したサポートプログラムやスポー
ツリーダー養成のためのセミナーを実施した。

孤独・孤立状態を解消するとともに、自殺者数及び自殺
死亡率の減少を実現するため、官民の支援機関が連携し
た支援体制を強化するとともに、身近な方の不調や孤立
に気づく人材（自殺予防サポーター）の養成に加え、と
くしま自殺予防センター・自殺協定団体・市町村などの
関係機関と協力した自殺予防対策に取り組んだ
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（２）妊娠・出産等に関する健康支援

施策・事業 R7課名 R8課名 施策の推進状況

周産期医療体制確立
事業

健康寿
命推進
課

健康寿
命推進
課

○徳島県周産期医療協議
会及び母子保健専門部会
の開催
○総合周産期母子医療セ
ンターに指定した徳島大
学病院への委託により周
産期救急情報システム事
業等を実施

地域周産期母子医療
センター運営事業

健康寿
命推進
課

健康寿
命推進
課

総合・地域周産期母子医
療センターに認定した徳
島大学病院、徳島市民病
院、徳島県立病院の運営
事業費に対する補助

子どもはぐくみ医療
助成費

子育て
応援課

子育て
応援課

全市町村で実施

性と健康の相談セン
ター事業
（不妊専門相談セン
ター）

子育て
応援課

子育て
応援課

不妊・不育相談室相談件
数：325件

こうのとり応援事業
（不妊・不育症治療
費等助成事業・妊孕
性検査支援事業・）

子育て
応援課

子育て
応援課

○不妊治療費用助成：24
市町村
〇不育症治療費等助成事
業：14市町村
○妊孕性検査費助成：289
件

若者世代のライフプ
ラン推進事業（再
掲）

子育て
応援課

子育て
応援課

○ピアカウンセラー養成
講座開催
○小中高等での普及啓発
や性に関する講座等

プレコンセプションケ
ア推進事業（再掲）

子育て
応援課

子育て
応援課

「とくしま性と妊娠LINE
相談」を活用し、相談対
応や情報発信を実施

こどもの疾病の早期発見・早期治療及び保護者の経済的
負担軽減を図るため、市町村が行う子どもの医療費助成
事業に対して、補助金を交付した。（令和6年度から対象
者を18歳年度末まで拡大、所得制限撤廃、入院自己負担
無償化）

徳島大学病院において、不妊・不育に悩む夫婦等に対
し、各人の健康状態に応じた的確な不妊・不育の治療方
法等について、医師及び助産師による相談指導を実施し
た。

妊娠を希望する夫婦に対し、早期治療を支援するため、
当該夫婦がともに受けた不妊検査費用の一部を助成する
とともに、市町村が行う不妊・不育症治療費等助成事業
に対し助成した。

思春期世代に向け、自分たちの性や妊娠・出産を含めた
ライフプランについて考え、正しい知識を持って自己決
定ができるよう、普及啓発を行った。

Ｒ7年度施策の実施概要

地域において妊娠、出産から新生児期に至る高度専門的
な医療を効果的に提供する総合的な周産期医療体制を充
実させ、安心して子どもを生み育てることができる環境
づくりの推進を図った。

地域において出産前の母体、胎児及び新生児の一貫した
管理を行う比較的高度な医療を提供する施設（総合・地
域周産期母子医療センター）に対する運営費の補助を行
い、もって本県周産期医療体制の充実を図った。

男女問わず、若い世代からライフステージに応じて、性・生
殖妊娠に関する正しい知識を習得し、妊娠・出産も含めた、
将来の健康を考えるため、様々な性・生殖に関する相談窓口
の充実や情報発信、支援体制の充実を図った。
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ネウボラ推進応援事
業（再掲）

子育て
応援課

子育て
応援課

各保健所において研修会
開催（延べ210名参加）

安全安心な出産支援事
業

子育て
応援課

子育て
応援課

1市へ補助

多様な子育て支援推
進交付金事業（うち
「利用者支援事
業」）（再掲）

子育て
応援
課、
こども
家庭支
援課

子育て
応援
課、
こども
家庭支
援課

利用者支援事業
19市町へ補助

とくしまライフデザ
イン支援事業（再
掲）

子育て
応援課

子育て
応援課

講座を4回開催（3校、8企
業・団体）

労働者サポート事業
（再掲）

労働雇
用政策
課

労働雇
用政策
課

広報誌「労働徳島」の発
行
3回／年、各2,500部

妊娠から出産・子育てまで切れ目なく支援を図るため、｢
こども家庭センター｣の開設及び運営等を行う市町村に対
し補助を行った。

労働問題全般について相談に応じるとともに、法改正及
び現在の社会情勢に対応した労働関連の取組に関する知
識の向上を図るため、周知・啓発のための広報の実施及
びセミナーを開催した。

妊娠から出産・子育て期にわたる切れ目のない支援が行
えるよう、実施主体となる市町村等を支援するととも
に、地域保健関係者の資質向上を図る研修会や情報提
供、普及啓発を行った。

居住地にかかわらず、安全・安心に妊娠・出産ができ、
適切な医療・保健サービスが受けられる
環境を整備するため、市町村が実施する妊産婦等に対す
る交通費等助成に要する経費の一部を助成を行った。

高校生や大学生等を対象に、妊娠・出産に関する正しい
知識の普及を含め、結婚、子育て、仕事など、将来のラ
イフイベントに対する必要な知識や情報を取得するため
の講座を開催するとともに、誰もが気軽にWeb等で自身の
ライフデザインを考えることができるための教材（ライ
フデザインシミュレーション）を作成した。
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（１）男女共同参画の視点に立った防災・事前復興

施策・事業 R7課名 R8課名 施策の推進状況

男女共同参画の視点
に立った防災・事前
復興対策

防災対
策推進
課

防災対
策推進
課

○令和7年度末時点
女性委員割合：45.0%

防災関係講座
(フレアキャンパス
講座)

男女参
画・青
少年課

男女参
画・青
少年課

防災教室：7/26 参加者44
人

男女共同参画の視点
を理解し、地域の防
災力向上に積極的に
取り組むリーダーの
養成

防災人
材育成
セン
ター

防災人
材育成
セン
ター

地域災推進員の養成を
行った。
防災士登録数7,994名（累
計）

男女共同参画の視点
に立った防災知識の
普及

防災人
材育成
セン
ター

防災人
材育成
セン
ター

防災出前講座等を開催し
防災知識の普及を図っ
た。

女性消防吏員活躍推
進事業

消防保
安課

消防保
安課

研修参加者：23人（うち
女性9人）（13消防本部）

女性消防吏員：16人
（R7.4.1時点・前年度か
ら1人増）

PR動画やチラシ等を作成し、多様なメディアを活用した
多方面への広報を強化するとともに、研修会を実施し、
女性消防吏員の魅力発信及び人材確保・育成を図った。

主要課題８ 防災・事前復興における男女共同参画の推進

Ｒ7年度施策の実施概要

県防災会議において、女性の視点を施策に反映させるべ
く、女性本部員の参画を推進し、女性委員を積極的に任
命した。

男女共同参画の視点で取り組む防災対策・対応について
学び、今から何をすべきなのか、どうすればできるのか
を具体的に考える講座を開催した。

男女共同参画の視点を理解し、地域の防災力向上に積極
的に取り組む地域の防災リーダーとなる地域防災推進員
（防災士）の養成に取り組んだ。

男女共同参画をはじめ、多様な住民の視点に立った、
様々な防災講座の開催による防災知識の普及を図った。
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地域を守る「消防
団」活性化推進事業

消防保
安課

消防保
安課

研修参加者：47人
（8消防団）

女性消防団員：416人
（R7.4.1時点・前年度か
ら32人増）

外国人にやさしい徳
島づくり推進事業

多文化
共生・
人権課

多文化
共生・
人権課

・とくしま外国人支援ボ
ランティア登録者数　516
名（R8.3.31現在）
・防災出前講座　受講者
数計128名
・防災スタディツアー
参加者18名
・大規模災害時外国人支
援対応訓練 参加者計49名

（２）男女共同参画の視点に立った避難所運営等の確立

施策・事業 R7課名 R8課名 施策の推進状況

スフィア・スタン
ダードの理念を取り
入れた研修等の実施

防災対
策推進
課被災
者支援
推進室

防災対
策推進
課被災
者支援
推進室

○実地研修を実施
参加者数：14名

相互支援ネットワー
クの活用

男女参
画・青
少年課

男女参
画・青
少年課

運用訓練の実施:7/4、
12/8

男女共同参画の視点
に立った避難所運営
リーダーの養成

防災人
材育成
セン
ター

防災対
策推進
課被災
者支援
推進室

避難所運営訓練を実施し
た。修了者23名

外国人にやさしい徳
島づくり推進事業

多文化
共生・
人権課

多文化
共生・
人権課

・とくしま外国人支援ボ
ランティア登録者数　516
名（R8.3.31現在）
・防災出前講座　受講者
数計128名
・防災スタディツアー
参加者18名
・大規模災害時外国人支
援対応訓練 参加者計49名

全国女性会館協議会が運営する相互支援システムを活用
した情報収集と情報提供を行った。

在住外国人への防災意識の啓発のため、防災出前講座や
防災スタディツアーを開催するとともに、災害時外国人
対応想定訓練を実施し、災害時の外国人支援体制の整備
を図った。

女性消防団員の活動の幅を広げ、地域防災力の向上につ
なげるため、「女性消防団員スキルアップ研修」を実施
した。

在住外国人への防災意識の啓発のため、防災出前講座や
防災スタディツアーを開催するとともに、災害時外国人
対応想定訓練を実施し、災害時の外国人支援体制の整備
を図った。

Ｒ7年度施策の実施概要

あらゆる被災者の多様性に配慮した「我慢させない支
援」を実現する体制を構築するため、研修等を実施し
た。

自主防災組織のリーダー等を対象に、男女共同参画をは
じめ、多様な住民の視点を取り入れるとともに、真夏に
エアコンやトイレが使えないなど、リアルな生活を体験
する避難所運営訓練を実施した。
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（１）男女共同参画に関する広報・啓発の推進

施策・事業 R7課名 R8課名 施策の推進状況

男女共同参画総合支
援センター推進事業

男女参
画・青
少年課

男女参
画・青
少年課

○相談室による電話、面
接法律相談等
○書籍等購入及び刊行物
の収集・提供等
○男女共同参画の推進に
関する講座・イベントの
実施

男女協調月間
男女参
画・青
少年課

男女参
画・青
少年課

○パネル展の開催
○「誰もが輝くフェス
ティバル2025」
R7.8.23
参加者：100名

フレアキャンパス講
座

男女参
画・青
少年課

男女参
画・青
少年課

開催状況
・講座数：186講座
・受講者数：64,793人

「ストップＤＶ！」
強化推進事業（再
掲)

男女参
画・青
少年課

男女参
画・青
少年課

11月・12月の「ストッ
プ！ＤＶ強化推進月間」
には、「パープルライト
アップ」として、県庁万
代庁舎を女性に対する暴
力根絶のシンボルである
パープルに、「パープル
＆オレンジライトアッ
プ」として、イオンモー
ル徳島の外観を、女性に
対する暴力根絶のシンボ
ルであるパープルと児童
虐待防止のシンボルカ
ラーであるオレンジの２
色でライトアップしたほ
か、パネル展、啓発資料
の配布、研修会・講演会
等の開催によりＤＶ・性
暴力の防止を啓発した。

若年層からの「ス
トップ！ＤＶ」推進
事業（再掲）

男女参
画・青
少年課

男女参
画・青
少年課

デートＤＶ防止セミナー
32回実施
受講者数2,127人
※デートＤＶ防止セミ
ナー受講者を「ＳＴＯ
Ｐ！ＤＶサポーター」と
し、被害者支援の輪を拡
げた。

若年層の性暴力被害
の予防啓発（再掲）

男女参
画・青
少年課

男女参
画・青
少年課

4月の若年層の性暴力被害
予防月間に、県庁ふれあ
いセンターでパネル展を
開催した他、リーフレッ
トを配布し、啓発を行っ
た。

基本方針Ⅲ 地域でともに支え合う社会づくり

主要課題９ 男女共同参画の推進に向けた意識啓発

Ｒ7年度施策の実施概要

男女共同参画社会の実現に向けた、
①総合相談
②情報収集・提供
③各種講座
などの様々な推進事業を実施した。

重大な人権侵害であるＤＶ根絶のため、「ＤＶの被害者
も加害者も傍観者も発生させない」という視点から、
デートＤＶ防止セミナーの実施等、若年層からのＤＶ予
防教育・啓発を実施した。

男女共同参画総合支援センターにおいて、ＮＰＯ等民間
団体と協働し、男女共同参画に資するテーマによる各種
講座を実施した。

男女共同参画社会実現のため、「誰もが輝くフェスティ
バル」の開催等により、男女共同参画や女性問題につい
ての啓発、女性の社会参画の促進及び女性団体の活動等
の活性化を図った。

「『ストップ！ＤＶ』強化推進月間」において、県民の
配偶者からの暴力に対する理解を深めるため、市町村や
民間団体と連携し、様々なＤＶ防止啓発事業を実施し
た。

「若年層の性暴力被害予防月間（4月）」を中心に、パネ
ル展の開催やリーフレットの配布を行い、児童ポルノな
どの子どもが巻き込まれる犯罪・トラブルや「いわゆる
『ＪＫビジネス』問題」等の性犯罪・性暴力（レイプド
ラッグ）などの暴力に関する予防啓発を実施した。
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（２）男性にとっての男女共同参画の推進

施策・事業 R7課名 R8課名 施策の推進状況

フレア相談室
男女参
画・青
少年課

男女参
画・青
少年課

きめ細やかな相談対応を
心がけて実施
相談件数：1,056件

働きやすい職場環境づ
くり伴走支援事業（再
掲）

労働雇
用政策
課、子
育て応
援課

労働雇
用政策
課、子
育て応
援課

○働きやすい職場環境整
備促進のための企業訪問
数　延べ179事業所
○認証40事業所
　（累計392事業所）
　表彰3事業所
○セミナー
　5回開催、参加者数延べ
93名

魅力ある職場づくり
支援事業（再掲）

労働雇
用政策
課

労働雇
用政策
課

〇支援件数　83件

（３）総合相談体制の充実・強化

施策・事業 R7課名 R8課名 施策の推進状況

フレア相談室（再
掲）

男女参
画・青
少年課

男女参
画・青
少年課

きめ細やかな相談対応を
心がけて実施
相談件数：1,056件

子ども・若者育成支
援強化推進事業

男女参
画・青
少年課

男女参
画・青
少年課

徳島県子ども・若者支援
地域協議会、支援者養成
講座の開催

・「働きやすい職場環境づくり」に向けて、専門知識を
持つアドバイザーが中小企業に戸別訪問し意識啓発や助
言等の伴走支援を実施するとともに、「一般事業主行動
計画」の届出を促進し「はぐくみ支援企業」として認
証・表彰した。
・若者や子育て世帯に向け、SNS等を活用し「共働き・共
育て」をテーマとした情報発信を行うとともに企業の経
営層を対象に、男性育休制度の運用や職場風土づくりの
ためのセミナーを開催した。

子ども・若者への支援を強化するため、「徳島県子ど
も・若者総合相談センター」による相談事業を実施する
とともに、支援者の養成を通じて地域社会の持続的発展
の実現に貢献する人材の育成を図った。

男女共同参画総合支援センターにおいて、男女共同参画
をはじめ子育て、若者など幅広い相談に電話及び面談で
応じた。

テレワークをはじめとした多様な働き方の導入や「若者
や女性」に選ばれる職場環境づくりなど、県内中小企
業・小規模事業者における、労働者の多様なニーズを踏
まえた福利厚生制度の充実による「魅力ある職場づく
り」を支援した。

Ｒ7年度施策の実施概要

男女共同参画総合支援センターにおいて、男女共同参画
をはじめ子育て、若者など幅広い相談に電話及び面談で
応じた。

Ｒ7年度施策の実施概要
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主要課題１０　男女共同参画の視点に立った教育・学習の充実

（１）人権尊重と男女平等を推進する教育・学習の充実

施策・事業 R7課名 R8課名 施策の推進状況

人権啓発講演会等
多文化
共生・
人権課

多文化
共生・
人権課

・館内（施設入館者・館
内事業参加者数）6,343人
・館外（館外事業等参加
者数）56,787人

男女共同参画総合支
援センター運営事業

男女参
画・青
少年課

男女参
画・青
少年課

相談業務、講座の開催、
図書室の運営、貸館業務
等を実施
○R7総来館者数：31,071
人

講師団講師運営等事
業

多文化
共生・
人権課

多文化
共生・
人権課

・講師派遣回数19回
・参加者数延べ908人

アンコンシャス・バ
イアス解消（再掲）

男女参
画・青
少年課

男女参
画・青
少年課

啓発動画の配信による普
及啓発を行った。

県立総合大学校展開
事業

生活環
境政策
課

生活環
境政策
課

○主催講座
・講座数：1,811講座
・受講者数：延べ86,877
人

高齢者の生きがいと
健康づくり推進事業

長寿い
きがい
課

長寿い
きがい
課

シルバー大学校大学院に
おける資格取得者数：
1,925人（R7実績）

教職員研修
教職員
課

教職員
課

年次研修等での「人権教
育」に関する研修におい
て、人権尊重の視点か
ら、性の多様性への理解
と教職員の指導力の向上
を図った。

Ｒ7年度施策の実施概要

「あいぽーと徳島（人権教育啓発推進センター）」を拠
点として、様々な人権課題について県民が気軽に学習や
相談等ができる場を提供するとともに、県内各地域に積
極的に出向いて、人権講演会や県民講座、啓発パネル展
等を開催することにより、県民の人権啓発意識の向上を
図った。

県立総合大学校において、各種講座の開催、人材の育
成・活用、学習情報の集積・発信等を行い、生涯にわた
り誰もが学び続けられる環境づくりを推進した。

高齢者自身が生きがいを持って豊かな高齢期を創造でき
るよう能力の再開発を援助するとともに、地域福祉の
リーダーを養成するため、「シルバー大学校」を、ま
た、専門的で高いレベルの学習を提供し、社会貢献活動
を推進する人材を養成するため「シルバー大学校大学
院」を開講し、学習機会の充実を図った。さらに、「Web
を活用した講座」を実施し、全ての高齢者に学びの機会
を提供した。

教職員が社会の実態を把握し、児童生徒の発達段階に応
じ、性の多様性に関する個別対応、全体指導に取り組め
るよう研修を深め、指導力の向上を図った。

更なる女性活躍や男女共同参画の加速化を図るため、推
進拠点である、男女共同参画総合支援センターを運営し
た。

人権教育啓発の推進を図るため、人権問題講師団を組織
し、県内の企業団体等に講師を派遣した。

性別に関わらず、多様な生き方を選択することができる
よう、固定的な性別役割分担意識や性差等に対するアン
コンシャス・バイアス（無意識の思い込み）を解消する
ため、啓発動画の配信により、普及啓発を行った。

32



教職員研修
教職員
課

教職員
課

初任者研修における一般
研修の年間研修項目に
「男女平等、男女共同参
画」を位置づけ、各初任
者研修実施校において、
指導教員による指導を
行った。

（２）子どもにとっての男女共同参画の推進

施策・事業 R7課名 R8課名 施策の推進状況

幼保小の架け橋プロ
グラム促進事業（再
掲）

義務教
育課

義務教
育課

○預かり保育の充実を推
進した。（R7公立幼稚園
実施率96%）
○子育て支援活動を推進
した。（R7公立幼稚園実
施率100%）

実践的なキャリア教
育の充実プロジェク
ト

高校教
育課

高校教
育課

○高校2校が、持続可能な
地域社会の担い手「人
財」育成について調査研
究を行う指定校として取
り組んだ。
○職業人や社会人による
「講演・出前講座」を97
校が実施した。
○企業見学バスツアーを
高校生及び高校教員対象
に各1回実施した。

新時代の「学び」創
造プロジェクト（う
ち「イノベータ人材
育成プログラム」）

総合教
育セン
ター

総合教
育セン
ター

･化学グランプリ講習会
R7.6.21実施
･日本生物学オリンピック
講習会　R7.6.21実施
･日本情報オリンピック講
習会　R7.8.6実施
･日本数学オリンピック講
習会　R7.9.20実施
･日本地学オリンピック講
習会　R7.11.29実施
･物理チャレンジ講習会
R8.2.21実施
･科学の甲子園県大会
R7.11.15実施

学校における「性に
関する指導」（再
掲）

体育健
康安全
課

体育健
康安全
課

各学校において、学習指
導要領に基づき、「性に
関する指導」を、教育活
動全体を通じて実施し
た。
養護教諭対象のミドル
リーダー研修及びフレッ
シュ研修Ⅱにて「性に関
する指導」について講義
を実施した。

Ｒ7年度施策の実施概要

令和7年3月に策定した「徳島県幼児教育振興アクション
プランⅣ」をもとに、地域の実態や保護者のニーズを把
握しつつ、子どもの育ちを大切にする教育を推進するこ
とを目指し、子育て支援活動や預かり保育・延長保育を
充実させるため、県・設置者・各施設それぞれが、幼児
教育振興に向けた施策を推進した。

Society5.0に向けた学校ver3.0（「学び」の時代）に対
応するため、ウェルビーイングの観点も踏まえ、徳島県
GIGAスクール構想のもと、1人1台端末を活用し、「デジ
タル」と「リアル」を組合せ、家庭・地域・経済団体・
企業等の多様な主体と積極的に連携し、こどもたちが
「ふるさととくしま」の未来を切り拓き、DXを見据えた
「持続可能な社会」を創造する力を身に付けるととも
に、自らのキャリアプランニング能力を高めることがで
きるよう、「徳島ならでは」のキャリア教育を推進し
た。

科学で世界に挑む人材を育成するため、科学五輪レベル
の高度な実験・実習等を行う「ハイレベルサイエンス講
習会」、科学に関する筆記・実技競技を行う「科学の甲
子園県大会」等を実施した。

学校における「性に関する指導」は、学習指導要領に
のっとり、発達段階に応じて児童生徒が性に関して正し
く理解し、適切に行動が取れるよう教育活動全体を通じ
て、計画的に進めた。
また、学校教育における「性に関する指導」の指導者の
養成と指導力の向上について研修を実施した。

教職員に対し、男女共同参画に関する理解を深め、指導
力の向上を図るための研修及び学習の機会の充実に努め
た。
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徳島あわっ子“愛♡
藍”ネットワーク事
業（スクールカウン
セラー、スクール
ソーシャルワー
カー、スクールロイ
ヤーの活用）

いじ
め・不
登校対
策課

いじ
め・不
登校対
策課

スクールカウンセラー相
談件数：22,383件
スクールソーシャルワー
カー相談件数：8,864件
スクールロイヤー派遣回
数：22 回

児童生徒の心のサ
ポート体制づくり推
進事業

総合教
育セン
ター

総合教
育セン
ター

ライフサポーターは児童
生徒6人に54回派遣した。
ほっとスペースあせびは
31回開催した。

とくしま家庭教育支
援推進事業

生涯学
習課

生涯学
習課

○とくしま親なびげー
たー：登録者数70名
○ワークショップへの派
遣：保護者向9回49名
○とくしま家庭教育のつ
どい：参加者314名

不登校で引きこもり傾向のある児童生徒に対して、臨床
心理学を学ぶ大学院生をライフサポーターとして家庭等
へ派遣した。また、不登校生徒のこころの居場所となる
「ほっとスペースあせび」を開催し、学校復帰や社会的
自立につながるよう支援した。

保護者が集う場で家庭教育力向上のためのプログラム
（ワークショップなど）を進行するファシリテーターを
「とくしま親なびげーたー」として養成し、家庭教育支
援を行う人材として学校や幼稚園等に派遣した。また、
幅広い世代を対象に家庭教育に関する講座や研修会を開
催した。

不登校、いじめや暴力行為等の問題行動への対応、未然
防止を図るため、公立小・中学校及び県立学校等にス
クールカウンセラー、スクールソーシャルワーカー、ス
クールロイヤーを配置・派遣し、教育相談体制の充実・
強化を図った。
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主要課題１１　地域社会における男女共同参画の推進

（１）地域における男女共同参画の推進

施策・事業 R7課名 R8課名 施策の推進状況

男女共同参画推進団
体、個人等への表彰
制度（再掲）

男女参
画・青
少年課

男女参
画・青
少年課

男女共同参画立県とくしま
づくり賞特別賞1件
とくしまづくり賞1件（表
彰式：令和7年8月23日）

市町村男女共同参画
行政主管課長会議
(再掲)

男女参
画・青
少年課

男女参
画・青
少年課

国や県の取組について周知
を行うとともに、各市町村
の男女共同参画推進に向け
た説明会を開催
・開催日：令和7年10月27
日

世代を超えて開かれ
つながる社会教育推
進事業

生涯学
習課

生涯学
習課

○テーマ：みんなで考える
地域の減災
○参加者：県内5高校17名
○住民参加型イベント：参
加者130名
○成果報告会：参加者74名

家庭の日普及啓発事
業

男女参
画・青
少年課

男女参
画・青
少年課

・親子ふれあいフォーラム
の開催
・啓発カレンダーの作成・
配布

Ｒ7年度施策の実施概要

持続可能な地域づくりのため、地域で活動するＮＰＯや
民間団体等と連携協働して、高校生を対象に課題解決力
向上に向けた実践型講座を実施し、若手人材の育成を
図った。

青少年育成徳島県民会議において、親子がふれあう「家
庭の日」（毎月第1日曜日）の普及啓発を図るととも
に、親子が共に参加し、家族や地域の人々と触れあった
り、理解を深める「場」や「機会」をつくる事業を実施
した。

男女共同参画社会づくりに対する県民の一層の理解と関
心を高め、男女共同参画社会の形成を促進するため、
「男女共同参画社会の実現」に向けて功績のあった個
人、団体等を表彰し、その功績を讃えた。

市町村が行う男女共同参画への取組みが一層充実するよ
う、情報提供等を行った。
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（２）地方創生の推進と男女共同参画

施策・事業 R7課名 R8課名 施策の推進状況

・相談窓口に配置した移住
コンシェルジュが移住相談
を実施。
・大阪では、県内市町村と
連携し、月1回の定期的な
「移住相談会」を開催。
・県単独移住フェア(2回)
　大阪：令和8年1月17日
　東京：令和8年2月21日
・都市圏開催の移住フェア
出展回数：7回
・主体的に本県の魅力を情
報発信してくれる「とくし
ま若者回帰アンバサダー」
を委嘱。
・R7委嘱数　20名
・隊員、自治体職員への決
め細やかな相談体制
・隊員とOB・OG、地域の
方々との交流会

移住する上で課題として挙
げられている「引越代など
の一時的な費用負担」の軽
減を支援。
・R7支給件数
　東京圏「移住支援金」19
件、「地方就職学生支援
金」1件
　大阪圏「移住支援金」5
件

○子育て世帯向け支援金
　（R7支給件数）
　定住支援金：50世帯

関係団体等との連携
男女参
画・青
少年課

男女参
画・青
少年課

フレアキャンパス講座によ
る連携
・他団体との共催講座：82
講座
・特定課題の企画委託講
座：13講座
・企業等コラボ講座：8講
座

地域の魅力の情報発
信

移住交流の促進

「とくしま回帰」の
推進

本県への「新たな人の流れ」を加速するため、「情報発
信」から「移住実現」に至るまで、移住希望者の各ス
テージに応じた切れ目ない施策に取り組んだ。
○移住相談ワンストップ窓口の整備（徳島、大阪、東
京）
○「とくしま暮らし」の魅力発信及び移住促進に資する
ため、都市部で開催される移住フェアへの出展や移住相
談セミナーを開催。
○本県ゆかりのふるさと愛にあふれる若者を「とくしま
若者回帰アンバサダー」として委嘱し、若者目線での情
報発信
○移住者、地域との交流促進
○地域おこし協力隊の相談体制の整備

東京圏や大阪圏からの移住者に対し、県と居住地の市町
村が協同して「移住支援金」を支給すると共に、同圏内
に通う大学生等が、移住し、就業等した場合に、移住に
要する費用等を支援する。

コロナ禍に伴う価値観の変容を受け、高まる地方回帰の
機運を本県への「新たな人の流れ」に繋げるため、県外
から本県に移住を希望する子育て世帯の転入時や定住後
の経済的負担に対して支援を行った。

各種啓発事業や研修等の実施にあたり、県民、事業者、
NPO等との連携を図った。

労働雇
用政策

課

労働雇
用政策

課

Ｒ7年度施策の実施概要
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（３）環境保全への寄与

施策・事業 R7課名 R8課名 施策の推進状況

「エコみらいとくし
ま」で実施する実践
活動

サステ
ナブル
社会推
進課

サステ
ナブル
社会推
進課

・「環境首都とくしま・未
来創造憲章」パネル展（通
年）
・「ポロロと一緒に学ぼ
う！ストップ地球温暖
化！」コラボイベント
（R7.5,R7.7,R7.9,R7.12）
・啓発動画「クリーンエネ
ルギーの導入促進」の動画
制作・配信(R8.2～)
・「クールビズ・ウォーム
ビズ四国」ポスターの募集
(R7.6～)
・第25回「ごみゼロの日」
キャンペーンの実施（R7.4
～）
・プラスチックごみ削減講
座（通年）
・食品ロス削減講座（通
年）
・食品ロスパネル展（通
年）
・３Ｒ促進啓発パネル展
（通年）
・とくしまSATOUMIリー
ダー育成講座（R7.6～）
・徳島県GX推進計画促進講
座（R7.6～）

未来を拓く！サステ
ナブル徳島・アク
ションプロジェクト

消費者
政策課

消費者
政策課

・「徳島県消費者市民社会
推進期間に指定されている
「5月」に、県内のエシカ
ル消費の普及推進に顕著な
功績のあった事業者を表彰
する「とくしまエシカルア
ワード」表彰式を実施
・エシカル消費の推進に取
り組む多様な団体と県民が
交流し、エシカル消費を体
験・体感できるイベント
「とくしまエシカルday」
を開催（R7.10）
・エシカル消費の認知度向
上と実践促進を図る「エシ
カル消費実践キャンペー
ン」を年３回実施

「新未来の消費者教
育」推進事業（うち
「とくしまエシカル
アクション」プロ
ジェクト）

高校教
育課

高校教
育課

全公立高校に「エシカルク
ラブ」を設置し、各校の特
色を生かした取組を推進し
た。

Ｒ7年度施策の実施概要

県民主体の環境活動啓発拠点である「エコみらいとくし
ま(環境首都とくしま創造センター)」の取組みを核とし
て、県民一人ひとりが高い環境意識をもって行動できる
よう、広域的かつ先導的な実践活動を推進した。

・消費者、事業者、団体、学校、行政が連携して、エシ
カル消費の取組を展開するとともに、県内外に取組を発
信した。
・県民がエシカル消費を認知し、日々の生活において実
践することを促すため、県民誰もが参加できる「とくし
まエシカルday」を開催した。

県内全高校に設置されている「エシカルクラブ」の活動
をさらに深化・発展させるため、学校の強みを活かした
「エシカル消費」の活動を推進した。また、エシカルク
ラブ員の中から意欲ある高校生が集まり、全県をフィー
ルドにエシカル消費の推進に向けて主体的に活動するこ
とを通して、エシカル消費の推進リーダーを育成した。
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主要課題１２　誰もがいきいきと輝くダイバーシティ社会の実現

（１）高齢者・障がい者・外国人等が安心して暮らせる社会づくり

施策・事業 R7課名 R8課名 施策の推進状況

高齢者の生きがいと
健康づくり推進事業

長寿い
きがい
課

長寿い
きがい
課

生きがいづくり推進員の
活動延べ人数：2,512人
（R7実績）

高齢者の生きがいと
健康づくり推進事業
（再掲）

長寿い
きがい
課

長寿い
きがい
課

シルバー大学校大学院に
おける資格取得者数：
1,925人（R7実績）

外国人にやさしい徳
島づくり推進事業
(再掲)

多文化
共生・
人権課

多文化
共生・
人権課

・国際理解支援フォーラ
ム（R8.1.25開催）
・とくしま外国人支援ボ
ランティア登録者数　516
名（R8.3.31現在）
・防災出前講座　受講者
数計128名
・防災スタディツアー
参加者18名
・大規模災害時外国人支
援対応訓練 参加者計49名

地域で学ぶ！日本語
教育推進事業

多文化
共生・
人権課

多文化
共生・
人権課

・日本語教室の開催
（受講者：徳島県国際交
流協会　405名、県内8市
町　193名）
・夏休み子ども日本語指
導
・日本語指導ボランティ
ア養成講座（オンライン
開催）

とくしま国際戦略セ
ンター推進費

多文化
共生・
人権課

多文化
共生・
人権課

①多言語相談員による相
談窓口の設置
②「とくしま国際戦略セ
ンター」HPによる情報提
供
③外国人相談支援ネット
ワーク会議（R7.8.5、
R8.2.26開催）

地域とつなぐ！在住
外国人支援事業

多文化
共生・
人権課

多文化
共生・
人権課

・外国人支援に係る講習
会等の開催（15カ所
1,150名)

地域外国人コーディネーターを通じて、自治体や外国人
支援関係機関とのネットワーク形成を図るとともに、外
国人受入支援講習会等を開催した。

Ｒ7年度施策の実施概要

高齢者自身が生きがいを持って豊かな高齢期を創造でき
るようにするため、アクティブシニア地域活動支援セン
ターを活用し、生きがいづくり及び活動の場づくりを支
援するとともに、地域福祉を推進するリーダーを養成し
た。

高齢者自身が生きがいを持って豊かな高齢期を創造でき
るよう能力の再開発を援助するとともに、地域福祉の
リーダーを養成するため、「シルバー大学校」を、ま
た、専門的で高いレベルの学習を提供し、社会貢献活動
を推進する人材を養成するため「シルバー大学校大学
院」を開講し、学習機会の充実を図った。さらに、「Web
を活用した講座」を実施し、全ての高齢者に学びの機会
を提供した。

多文化共生のまちづくりを推進するため、「国際理解支
援フォーラム」を開催し、県民の国際理解の深化を図る
とともに、県内在住外国人の支援に当たるボランティア
の募集・登録の促進、及び専門ボランティアの養成等を
実施し、在住外国人支援体制を整備する。また、在住外
国人の防災に関する対策として、災害時の外国人支援に
関する会議・研修会・訓練等の開催、及び在住外国人向
け防災啓発活動を実施した。

県内在住外国人への日本語教育の機会を拡充するため、
日本語教室や日本語を母語としない児童生徒を対象とし
たサマースクール等を実施するとともに、日本語支援ボ
ランティアの養成・スキルアップのための講座を開催し
た。

「とくしま国際戦略センター」を設置し、英語、中国
語、ベトナム語の相談員の配置や４者間電話通話等によ
り外国人の生活相談に対応するとともに、ホームページ
で生活情報や防災情報等の多言語での情報発信を行い、
外国人の生活支援を行った。
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パラスポーツ交流支
援事業

スポー
ツ振興
課

スポー
ツ振興
課

障がい者が身近な場所で
スポーツができる環境整
備やノーマピック・ス
ポーツ大会等の事業の実
施により、障がい者ス
ポーツの裾野の拡大が図
られた。

次世代パラアスリー
ト発掘・育成事業

スポー
ツ振興
課

スポー
ツ振興
課

障がいがある児童生徒を
対象に「スポーツ教室」
を開催し、楽しさの体感
とスポーツ参加意欲の向
上により、運動能力の育
成を図った。

とくしま共生アート
プロジェクト推進事
業

障がい
福祉課

障がい
福祉課

みんなの創造フェスタ
（2026とくしま障がい者
芸術・文化祭）
来場者数　1,283人
（令和7年度）

ユニバーサルデザイ
ン啓発事業

多文化
共生・
人権課

多文化
共生・
人権課

○表彰件数：10件
・とくしまユニバーサル
デザインによるまちづく
り賞：7件
・観光ユニバーサル賞：3
件
○とくしまユニバーサル
デザイン県民会議：令和6
年3月開催

地域介護総合確保施
設整備事業

長寿い
きがい
課

長寿い
きがい
課

整備施設数　2施設

地域介護総合確保推
進事業

長寿い
きがい
課

長寿い
きがい
課

支援団体　16団体
実施事業　26事業
（R7年度）

認知症総合支援事業
長寿い
きがい
課

長寿い
きがい
課

認知症サポーター養成数
121,833人
（R7年度末時点）

高齢者の権利を守る
体制づくり事業

長寿い
きがい
課

長寿い
きがい
課

R7年度
・施設職員：3回開催
（R7.9.24,10.24,11.15）
・市町村等：1回開催
（R7.8.22）

認知症の人やその家族が住み慣れた地域で安心して暮ら
し続けることができる地域づくりを目指し、認知症につ
いての正しい知識を持ち、地域での認知症の人を見守る
「認知症サポーター」の養成を推進するとともに、サ
ポーターが各地域で活躍できる仕組みづくりに取り組ん
だ。
また、9月21日の「世界アルツハイマーデー」から１ヶ月
間を「徳島県認知症施策普及・啓発推進月間」と位置づ
け、市町村や関係機関と一体となった普及啓発活動を展
開した。

高齢者やその家族が安心して住み慣れた地域で暮らし続
けられるよう、「高齢者の尊厳の保持」の視点に立ち、
高齢者の権利擁護を推進するため、介護施設・サービス
事業所で指導的立場にある職員及び市町村・地域包括支
援センター等の職員を対象に、研修による人材養成や情
報共有等の支援を実施した。

障がい者アートの魅力を広く発信するため、障がい者
アーティストの創作活動や作品発表、舞台芸術をはじめ
とする表現活動等への支援を行った。

「徳島県ユニバーサルデザインによるまちづくりの推進
に関する条例」に基づき、ハード・ソフト面で優れた取
組への表彰を実施したほか、「とくしまユニバーサルデ
ザイン県民会議」を開催した。

高齢者が可能な限り住み慣れた地域で安心して暮らせる
地域包括ケアシステムを深化・推進するため、「徳島県
地域医療介護総合確保基金」を活用し、地域の実情に応
じた「地域密着型サービス」等の拠点整備に関する事業
を支援した。

介護人材の確保の取組を促進するため、「徳島県地域医
療介護総合確保基金」を活用し、地域の実情に応じた介
護従事者の確保対策として民間事業者等が実施する事業
を支援した。

スポーツを通した共生社会の実現を目的に、県内の学校
でのパラアスリートによる講演会の開催や、「とくしま
パラスポーツ人材バンク」の運営、「ノーマピック・ス
ポーツ大会（兼全国障害者スポーツ大会選手選考会）」
の開催等、障がい者スポーツの裾野を拡げるための取組
や、障がい者が身近な場所でスポーツを実施できる環境
整備等を推進した。

パラリンピック等国際大会への本県出場選手輩出に向
け、競技力向上を図るとともに、次世代を担うパラアス
リートの発掘・育成に向け、障がい者スポーツ団体の育
成強化や、幼少期から身近な地域で障がい者スポーツに
親しむ機会を提供した。
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地域包括ケアシステ
ム支援事業

長寿い
きがい
課

長寿い
きがい
課

R7年度
・徳島県地域包括ケア関
係者連絡会議：1回開催
・研修会：1回開催
・アドバイザー派遣：1市

アクティブ・シニア
生涯活躍加速化事業

長寿い
きがい
課

長寿い
きがい
課

○介護助手
雇用施設数(累計)191施設
（R7年度末時点）
○入門的研修
実施回数　27回
参加者数　352人

いきいきシニア活動
促進事業（再掲）

長寿い
きがい
課

長寿い
きがい
課

介護予防リーダー：1,840
人(R7年度末時点）
高齢者の体力向上支援・
環境づくり事業を実施し
たモデル市町村数：8市町
村

障がい者雇用促進費
労働雇
用政策
課

労働雇
用政策
課

訪問企業数：延べ262件

とくしま外国人雇用
トータルサポート事
業

労働雇
用政策
課

労働雇
用政策
課

○キャリアフェア外国人
参加人数：20名
○労働相談件数：523件
○就職決定人数：10名

シルバー人材セン
ター等補助金

労働雇
用政策
課

労働雇
用政策
課

○会員数:4,390人
○派遣登録会員数:1,949
人
○就業延人員：398,531人
日

保育環境向上支援事
業（うち「保育助
手」）

子育て
応援課

子育て
応援課

○保育助手配置：17施設

「地域DX支援事業」
情報政
策課

情報政
策課

○デジタルデバイド対策
講習会の実施
参加人数のべ177名

ユニバーサルデザイ
ンに配慮した公共事
業の実施

建設管
理課

建設管
理課

公共施設の工事において
ユニバーサルデザインの
取り組みを実施した。

市町村における「地域包括ケアシステム」の深化・推進
を支援するために、市町村と先進事例等に関する情報共
有を図るとともに、関係職員の資質向上を図るための各
種研修や市町村のニーズに応じたアドバイザーの派遣を
実施した。

高齢者の生きがいづくりと介護現場の負担軽減を図るた
め、現役職員と元気高齢者が業務をシェアする「介護助
手」制度の普及・定着を促進するとともに、介護に関心
がある方向けに、「入門的研修」を実施した。

介護予防の普及啓発を推進する「介護予防リーダー」の
養成を行ったほか、健康寿命の延伸と要介護認定率の低
下を図るため、「介護予防リーダー」が核となり、高齢
者の体力向上、介護予防活動の普及啓発を実施した。

外国人にとって働きやすい環境づくりとともに、県内企
業の労働力確保を図るため、外国人材及び県内企業双方
のニーズを踏まえ、「キャリアフェア（就職面接会）」
や各種講座の開催などの包括的な支援を行った。

国と連携し、シルバー人材センターの活性化を図り、働
く意欲を持つ高齢者の就業機会の確保提供を行うことに
より、高齢者の生きがいの充実や生活の安定を図った。

障がい者雇用の促進と職場定着を図るため、コーディ
ネーターの企業訪問による取組み支援を行うとともに、
好事例の紹介や見学会・セミナー等を開催した。

保育士の業務負担の軽減や保育の質の向上を図るため、
意欲ある高齢者の人材育成を行うとともに市町村が保育
現場への就労を支援する事業に対し補助を行った。

本県で誰一人取り残されない「人に寄り添うデジタル社
会」を実現するため、「とくしまデジタル人材育成プ
ラットフォーム」において育成した「デジタル支援員」
を活用し、高齢者・障がい者等に対するデジタルデバイ
ド対策を実施した。

ユニバーサルデザインの考え方に基づき、公共施設を整
備した。
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ホームヘルプサービ
ス事業

障がい
福祉課

障がい
福祉課

延べ利用人員　36,610人
（令和7年度）

自立支援医療費（更
生医療）の給付

障がい
福祉課

障がい
福祉課

実績　3,158人
（令和7年度）

心身障がい者（児）
歯科診療事業

障がい
福祉課

障がい
福祉課

実績　3,003人
（令和7年度）

重度身体障がい者住
宅改造助成事業

障がい
福祉課

障がい
福祉課

実績　1件
（令和7年度）

特別障がい者手当等
給付事業

障がい
福祉課

障がい
福祉課

・特別障害者手当　646人
・障害児福祉手当　288人
・経過的福祉手当　 9人
（令和7年度末現在）

心身障がい児(者)扶
養共済制度

障がい
福祉課

障がい
福祉課

・制度加入者　277人
・年金受給者　429人
（令和7年度末現在）

身体障がい者（児）
補装具費

障がい
福祉課

障がい
福祉課

実績　1,469件
（令和7年度）

軽度、中等度難聴
児・子育て支援事業

障がい
福祉課

障がい
福祉課

実績　38件
（令和7年度）

在宅の障がい児（者）に対し、より重度の障害によって
生ずる特別な負担の一助として手当を支給することによ
り、福祉の増進を図った。

心身障がい者（児）を扶養する者が、保護者の相互扶助
の精神に基づき、生存中毎月一定の掛金を拠出すること
で、万一のことがあった場合、後に残された心身障がい
者（児）に対して終身一定の年金を支給し、心身障がい
者（児）の生活の安定と福祉の増進を図った。

身体障がい者（児）の失われた部位、欠陥のある部分を
補って、必要な身体機能を獲得し、あるいは補うために
用いられる用具の交付（修理）を行い、身体障がい者の
職業その他日常生活の能率の向上を図った。

身体障害者手帳の交付対象とならない、軽度、中等度難
聴児に対し補聴器購入費用の一部を助成することによ
り、言語の習得や教育等における発達を支援し、保護者
と児童にとっての健全な育成環境を確保した。

重度身体障がい者が、自己の身辺処理等日常生活動作を
他人の介助に依存する状況から脱却し、身辺自立の促進
と家族の負担を軽減するため、住宅改造に要する経費を
助成した。

身体障がい者に対して、必要と認められる医療の給付を
行い、その障がいを除去又は軽減して、職業能力の増進
あるいは日常生活を容易にすること等により、身体障が
い者の更生を図った。

一般の歯科診療所では対応が困難な心身障がい者（児）
の歯科診療を実施した。

在宅の身体障がい者、知的障がい者及び障がい児の家庭
等へホームヘルパーを派遣し、身体介護、家事援助等を
することにより、安定した日常生活が営めるよう支援を
行った。
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児童発達支援事業
障がい
福祉課

障がい
福祉課

定員　2,052人
（令和7年度末現在）

放課後等デイサービ
ス事業

障がい
福祉課

障がい
福祉課

定員　1,969人
（令和7年度末現在）

ショートステイ事業
障がい
福祉課

障がい
福祉課

専用　161床
（令和7年度末現在）

障がい者社会参加サ
ポ－ト事業

障がい
福祉課

障がい
福祉課

県登録意思疎通支援者数
297人
（令和7年度末現在）

障がい者交流プラザ
の管理運営

障がい
福祉課

障がい
福祉課

「障がい者交流プラザ」
の利用者数 99,866 人
（令和7年度）

発達障がい支援機能
強化事業

発達障
がい者
総合支
援セン
ター

発達障
がい者
総合支
援セン
ター

・地域支援マネジャーの
配置　3名
・発達障がい者支援専門
員の養成　39名
・発達障がい児コーディ
ネーター養成　18名
・関係機関への助言件数
58件
・外部機関や地域住民へ
の研修、啓発件数　98件

（令和7年度）

特別支援教育「地域
まるごと専門性向
上」充実事業

総合教
育セン
ター

総合教
育セン
ター

演題：「障害者＆支援者
から見た発達障害への理
解と支援～発達障害の世
界を見てみよう～」
講師：発達障害児者支援
サービススモステ ABA
代表
山陰発達障害当事者会ス
モステの会　代表
難波　寿和　氏
参加者：95名

生徒の働きたい想い
に応える就労支援の
充実

特別支
援教育
課

特別支
援教育
課

とくしま特別支援学校技
能検定「審査員認定教員
（主査・副査）」の新規
認定者数（累計） 165人

特別支援学校の幼稚部から高等部にわたって幼児児童生
徒の将来を見据えたキャリア教育を推進し、生徒の働き
たい想いに応える就労支援の充実を図った。

障がいの有無にかかわらず、地域の誰もが相互に人格と
個性を尊重し合う共生社会の実現に向けて、「発達障が
い教育講演会」を実施した。

居宅においてその介護を行う者の疾病等の理由により、
施設等への短期間の入所を必要とする障がい者等に対
し、入浴・食事等の介護、その他必要な支援を行った。

障がい者のコミュニケーション手段等を確保するため、
手話通訳者、要約筆記者、盲ろう者向け通訳・介助員、
点訳奉仕員、音訳奉仕員など専門的知識・技能を有する
各種人材を養成した。

「障がい者の活動と交流の拠点」である「障がい者交流
プラザ」の管理運営を行い、スポーツや芸術・文化活動
等を通じて、障がい者の社会参加と交流を促進した。

地域における相談支援の核となる人材を育成し、早期発
見・早期支援の体制を充実させるとともに、発達障がい
児者及びその家族が、地域においてライフステージに応
じた支援が受けられるよう、体制を整備した。

未就学の障がい児に対して、日常生活における基本的な
動作の指導、知識技能の付与、集団生活への適応訓練等
を行った。

学校に就学している障がい児に対して、授業の終了後や
休業日に生活能力の向上のために必要な訓練を行うとと
もに、社会との交流を促進した。
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帰国・外国人児童生
徒トータルサポート
事業（再掲）

義務教
育課

義務教
育課

○幼・小・中学校（市町
村）、県立学校に日本語
指導の支援員を派遣
○日本語支援員指導力向
上研修会、関係機関との
運営委員会を開催

Tokushimaグローカル
人財育成事業（再掲）

高校教
育課

高校教
育課

○Hello to the Worldを
小学9校で実施し、計334
名の児童が本県在住留学
生と異文化交流を実施。
○AWA English Study
Campに中学生30名が参
加。
○徳島と世界をつなぐグ
ローカルリーダー育成事
業（高校生対象）に高校
生36名が参加。
○Tokushima海外体験推進
事業として、中学生50
名、高校生40名の海外研
修を支援。また、高等学
校延べ8校が実施した海外
姉妹校との交流を支援。

外国人材による地域
おこし活動

労働雇
用政策
課

労働雇
用政策
課

任用に向けてホームペー
ジやＳＮＳによる広報を
実施するとともに、関係
団体等を通じて制度の周
知を行った。
・令和7年度任用　6名
（再任用含む）

デジタル技術を活用
した雇用促進事業
（再掲）

労働雇
用政策
課

労働雇
用政策
課

〇求職者登録数1,784人
〇採用件数2,648人

重層的支援体制構築
推進事業

地域共
生推進
課

地域共
生推進
課

○包括的な支援体制の整
備に係る徳島県キャラバ
ン：参加人数36名
○ビジネスケアラーセミ
ナー：参加人数30名

柔軟な働き方の促進と労働力不足の解消のため、スポッ
トワークの就労プラットフォーム徳島マッチボックスを
構築し、学生、若者や育児・介護中の方、高齢者などの
潜在的な労働力と就労機会のマッチングを促進した。

帰国・外国人児童生徒等に対して、日本語教育サポート
センターを中心として、支援に関わる各種団体・機関と
連携したトータルサポート体制を構築し、日本語指導を
はじめとした各種事業の充実を図るとともに、異文化理
解・多文化共生の考え方に基づく教育の一層の充実を
図った。

国際社会で必要とされる資質・能力やグローバルな視点
をもって、本県の活性化や持続的発展に貢献するグロー
カル人財の育成のため、計画的・体系的な英語によるコ
ミュニケーション能力の育成及び国際理解の深化を図っ
た。

高齢、障がい、子ども、困窮といった属性別の縦割りを
超えた包括的な支援をワンストップで提供できる福祉
サービスが求められている中、市町村における、重層的
支援体制をはじめとする包括的な支援体制の構築に向け
て必要な支援を行った。

日本国内での生活経験を有し、地域協力活動に関心があ
る外国人を地域おこし協力隊として任用し、多文化共生
社会の実現と県内での活躍・定住を図った。
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（２）多様な人権尊重

施策・事業 R7課名 R8課名 施策の推進状況

とくしま共に生きる
フェスタ開催事業

多文化
共生・
人権課

多文化
共生・
人権課

・特設サイトを活用した
WEB講演等
開催期間：令和8年1月19
日～30日
講演会参加者：283人（ラ
イブ配信視聴含む）
・まちかどパネル展(県内
24か所)
開催期間：令和7年11月1
日～令和8年2月28日

人権侵害ネットモニ
タリング強化事業

多文化
共生・
人権課

多文化
共生・
人権課

モニタリングによりサイ
ト管理者に削除依頼した
件数：493件、うち削除さ
れた件数：6件

多様性を認め合う人
権教育支援事業

人権教
育課

人権教
育課

「性的マイノリティ」学
校教育支援専門スタッフ
派遣回数：62回
シンポジウム参加者数：
117人

スマホ・ネット安全
教室

いじ
め・不
登校対
策課

いじ
め・不
登校対
策課

小学校9校、中学校13校、
高等学校9校、特別支援学
校3校、計34校で実施をし
た（R8.3月）

インターネット安全
利用教室の開催

少年女
性安全
対策課

人身安
全･少年
課

インターネット安全利用
教室の実施
令和7年中63校

携帯電話会社、法務局人権擁護委員と連携し、専門家を
公立学校に派遣し携帯電話等の安全な利用法、ルールや
マナー等、情報モラルや情報リテラシーについて講演を
行った。

インターネットの安全利用等の指導・教養を実施した。

Ｒ7年度施策の実施概要

基本的人権の尊重とその擁護について正しい理解を深め
る機会を広く県民に提供するため、多様な人権に関する
各種啓発事業を一体的・総合的に展開する「とくしま共
に生きるフェスタ」を開催した。

性的マイノリティである児童生徒やその保護者等に対す
る理解と支援に即応するため、学校の要請に応じて専門
スタッフ等を派遣し、教職員等への相談や講演活動を
行った。
また、性的マイノリティなどの個別人権課題を理解し、
多様性を認め合う教育のためのシンポジウムを開催し
た。

インターネット上の差別書き込みの抑止・削減や人権意
識の高揚を図るため、大学生等を中心にとくしま人権
ネットモニターを募集し、連携してモニタリングを実施
した。
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　総合的な推進体制の整備

（１）県の推進体制の充実

施策・事業 R7課名 R8課名 施策の推進状況

男女共同参画推進本
部及び幹事会

男女参
画・青
少年課

男女参
画・青
少年課

男女共同参画行政に係る
重要施策の推進を図っ
た。

市町村男女共同参画
行政主管課長会議
（再掲）

男女参
画・青
少年課

男女参
画・青
少年課

国や県の取組について周
知を行うとともに、各市
町村の男女共同参画推進
に向けた説明会を開催
・開催日：令和7年10月27
日

徳島県男女共同参画
会議

男女参
画・青
少年課

男女参
画・青
少年課

男女共同参画会議の開催
1回

働き輝く！とくしま
づくり応援事業（再
掲）

労働雇
用政策
課

労働雇
用政策
課

○働く女性応援ネット
ワーク会議の開催　2回

施策・事業 R7課名 R8課名 施策の推進状況

男女共同参画総合支
援センター運営事業
（再掲）

男女参
画・青
少年課

男女参
画・青
少年課

相談業務、講座の開催、
図書室の運営、貸館業務
等を実施
○R7総来館者数：31,071
人

男女共同参画総合支
援センター推進事業
（再掲）

男女参
画・青
少年課

男女参
画・青
少年課

○相談室による電話、面
接法律相談等
○書籍等購入及び刊行物
の収集・提供等
○男女共同参画の推進に
関する講座・イベントの
実施

更なる女性活躍や男女共同参画の加速化を図るため、推
進拠点である、男女共同参画総合支援センターを運営し
た。

男女共同参画社会の実現に向けた、
①総合相談
②情報収集・提供
③各種講座
などの様々な推進事業を実施した。

Ｒ7年度施策の実施概要

庁内推進体制の拡充強化及び庁内関係部局の連携の強化
を図った。

働きやすい職場環境の整備とワーク・ライフ・バランス
の実現を促進するため、「働く女性応援ネットワーク会
議」により、課題解決に向けた支援を実施した。

（２）男女共同参画総合支援センターを核とした男女共同参画の推進

Ｒ7年度施策の実施概要

市町村が行う男女共同参画への取組みが一層充実するよ
う、情報提供等を行った。

男女共同参画社会実現のため、「徳島県男女共同参画会
議」の意見を十分尊重し、施策への反映を図った。
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フレアキャンパス講
座（再掲）

男女参
画・青
少年課

男女参
画・青
少年課

開催状況
・講座数：186講座
・受講者数：64,793人

（３）県民、事業者、市町村、ＮＰＯ等との連携

施策・事業 R7課名 R8課名 施策の推進状況

関係団体等との連携
（再掲）

男女参
画・青
少年課

男女参
画・青
少年課

フレアキャンパス講座に
よる連携
・他団体との共催講座：
82講座
・特定課題の企画委託講
座：13講座
・企業等コラボ講座：8講
座

市町村男女共同参画
行政主管課長会議
（再掲）

男女参
画・青
少年課

男女参
画・青
少年課

国や県の取組について周
知を行うとともに、各市
町村の男女共同参画推進
に向けた説明会を開催
・開催日：令和7年10月27
日

働き輝く！とくしま
づくり応援事業（再
掲）

労働雇
用政策
課

労働雇
用政策
課

○働く女性応援ネット
ワーク会議の開催　2回

（４）施策に関する申出の処理の円滑化

施策・事業 R7課名 R8課名 施策の推進状況

施策に関する申出の
処理

男女参
画・青
少年課

男女参
画・青
少年課

該当事例なし

Ｒ7年度施策の実施概要

男女共同参画の推進に関する施策又は男女共同参画の推
進に影響を及ぼすと認められる施策について、県民又は
事業者から申出があったときは、適切な処理に努める。

男女共同参画総合支援センターにおいて、ＮＰＯ等民間
団体と協働し、男女共同参画に資するテーマによる各種
講座を実施した。

Ｒ7年度施策の実施概要

各種啓発事業や研修等の実施にあたり、県民、事業者、
NPO等との連携を図った。

働きやすい職場環境の整備とワーク・ライフ・バランス
の実現を促進するため、「働く女性応援ネットワーク会
議」により、課題解決に向けた支援を実施した。

市町村が行う男女共同参画への取組みが一層充実するよ
う、情報提供等を行った。

46




